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平成 18 年 12 月期    中間決算短信（連結）       平成 18 年 8月 21 日 

上 場 会 社 名        スミダ コーポレーション株式会社  上場取引所 東 

コ ー ド 番 号        6817  本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www.sumida.com ） 

代  表  者 役職名 代表執行役会長 氏名 八幡 滋行  

問合せ先責任者 役職名 代表執行役ﾁｰﾌﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｵﾌｨｻｰ 氏名 松田 三郎 TEL（03）3667-3381 

親会社等の名称 （コード番号：  ） 親会社等における当社の議決権保有比率： - % 

米国会計基準採用の有無 無  
 
１． 18 年 6 月中間期の連結業績（平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 6 月 30 日） 

(注)記載金額は百万円未満を四捨五入して記載しております。 
(1) 連結経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％
18 年 6 月中間期 29,759 55.6 2,207 56.3 2,439 117.3 

17 年 6 月中間期 19,124 10.1 1,412 △19.0 1,123 △27.2 

17 年 12 月期  39,666  3,183  2,853  
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭
18 年 6 月中間期 1,313 89.6 67 37 57 10 

17 年 6 月中間期 692 △38.2 36 04 31 48 

17 年 12 月期 2,435  126 54 109 91 
(注)①持分法投資損益  18 年 6 月中間期 △143 百万円 17 年 6 月中間期 △231 百万円 17 年 12 月期 △387 百万円

②期中平均株式数(連結) 18 年 6 月中間期 19,488,516 株 17 年 6 月中間期 19,214,652 株 17 年 12 月期 19,243,774 株

③会計処理の方法の変更 無      
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 

 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％   円  銭
18 年 6 月中間期  62,536 26,563 41.5 1,322   77 
17 年 6 月中間期 42,439 22,337 52.7 1,160   90 

17 年 12 月期 51,701 24,920 48.2 1,285   44 

(注)①期末発行済株式数(連結) 18 年 6月中間期 19,572,216株 17 年 6 月中間期 19,240,949 株 17 年 12 月期 19,386,612 株 
②平成 17 年 6月中間期及び平成 17 年 12 月期の純資産、自己資本比率、1 株当たりの純資産には、従来の株主資本、株主資本比

率、1株当たりの株主資本を記載しております。 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円
18 年 6月中間期 1,739 △6,003 △6,971 7,136 
17 年 6 月中間期 1,711 △3,723 6,410 9,500 

17 年 12 月期 3,052 △2,188 12,006 18,225 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 36 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 1 社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 15 社 (除外)  社 持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 

２．18 年 12 月期第 3四半期の連結業績予想（平成 18 年 7月 1日～平成 18 年 9月 30 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 四半期純利益 

 百万円 百万円 百万円

第 3四半期 15,700 1,200 700 

(参考)１株当たり予想四半期純利益（第 3四半期）    35 円 76 銭 
 

※本資料は、当社の評価を行うための参考となる情報提供のみを目的としたものです。投資等の最終決定は、ご自身の判断でなさ

るようにお願い致します。投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承ください。当資料に掲載されている予想数値あ

るいは将来に関する記述の部分は、資料作成時点の判断ですが、その内容の完全性・正確性を会社として保証するものではあり

ません。また、通期の業績予想を行うことが困難な状況であるため、本資料では翌四半期に係る業績予想を開示しております。
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（1）企業集団の状況 
当社の企業集団は、持株会社である当社と子会社 36 社で構成され、電子部品等の製造・販売・開発を主な内容とし、

事業の系統図は次のとおりであります。 
   （国内顧客） （海外顧客） 

     

販売  国内販売拠点（1 社） 海外販売拠点（17 社） 

 スミダ電機株式会社 

 
  

SUMIDA TRADING COMPANY LIMITED（香港） 

SUMIDA TRADING PTE LTD（シンガポール） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SMD MARKETING (M) SDN. BHD.（マレーシア） 

勝美達電子股份有限公司  (台湾) 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC CO., LTD (中国) 

SUMIDA Korea Inc. (韓国) 

STELCO GmbH Electric Components (ドイツ) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

SUMIDA TRADING (SHANGHAI) COMPANY LIMITED (中国) 

VOGT electronic Components GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic EMS GmbH（ドイツ） 

vogtronics GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Letron GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Lehesten GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic North America, Inc.（米国） 

VOGT electronic Shanghai Co., Ltd. (中国) 

製造   海外製造拠点（18 社） 

   

Sumida Electric (H.K.) Company Limited（香港） 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 （中国） 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SUMIDA  DE MEXICO S.A. DE C.V.（メキシコ） 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC CO., LTD (中国) 

STELCO GmbH Electric Components（ドイツ） 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

VOGT electric Austria GmbH（オーストリア） 

VOCT electronic Obernzell GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Ukraina TzOV（ウクライナ） 

VOGT electronic Romania S.R.L.（ルーマニア） 

vogtronics GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic de Mexico S.A. de C.V. (メキシコ） 

VOGT electronic Slovenija, d.o.o.（スロベニア） 

VOGT electronic Letron GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Lehesten GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Shanghai Co., Ltd.（中国） 

開発  国内開発拠点（1 社） 海外開発拠点（12 社） 

スミダ電機株式会社 

  
 

勝美達電子股份有限公司（台湾） 

Sumida Electric (H.K.) Company Limited（香港） 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 （中国） 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC CO., LTD(中国) 

SUMIDA AMERICA INC. (米国) 

SUMIDA Korea Inc. (韓国) 

Jensen Devices AB（スウェーデン） 

STELCO GmbH Electric Components（ドイツ） 

VOGT electronic Components GmbH (ドイツ） 

vogtronics GmbH (ドイツ） 

VOGT electronic Shanghai Co., Ltd.（中国） 

VOGT electronic de Mexico S.A. de C.V.(メキシコ） 

サービス  国内サービス（1 社） 海外サービス（1 社） 

  スミダ電機株式会社 SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED （香港） 

統括  国内子会社統括（2 社） 海外子会社統括（4 社） 

SEC 株式会社 

スミダコーポレートサービス株式会社 
  

 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED (香港） 

Sumida Holding Germany GmbH (ドイツ) 

VOGT electric AG（ドイツ） 

ISMART GLOBAL LIMITED（英領ヴァージン諸島） 

   持分法適用会社（1 社） 

   Arima Devices Corp. 

当社（持株会社） 

(注) 1.上記子会社は全て連結しております。 

2.ドイツの VOGT electric AG を平成 18 年 2 月 8日に公開買付により取得しました。1月 1日をみなし取得日と

し、VOGT グループ会社を連結決算対象子会社としております。 
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（2）経営方針並びに経営成績及び財政状態 

 

Ⅰ. 経営方針 

１．会社の経営の基本方針 

当社グループはグローバルな視点から最も効率のよい開発・製造・販売を行い、安定的な業績拡大を実

現することで株主・顧客・仕入先の皆様、社員など当社に関わりのある世界のあらゆる人々の社会生活向

上に貢献することを基本方針としております。このため、世界をマーケットとして見据え、一国、一業種、

一企業に偏らないリスクを分散した営業活動を展開しております。製造面におきましても、メイドインマ

ーケットの実施により、一つの国の政治的・経済的状況に左右されない生産体制を整えております。 

また、将来の成長市場・商品をいち早く見極め、その分野において他社に先駆けて実績を積み上げると

いうリーディングエッジを発揮できる企業となるよう努めております。    

 

２．当中間連結会計期間における経営施策 

当社グループは、長年に亘って培ってきた巻線技術を基盤とするレガシー事業、ノート PC、LCD モニタ

ー、液晶 TV等フラットパネル分野を担うインバータ事業、主に車載用電子部品を手掛けるオートモーティ

ブ事業、新規分野を中心とするその他事業など成長分野に的を絞った製品別経営を平成 16 年から実施して

おります。 

当中間連結会計期間におきましては、ドイツのコイル専業の VOGT を買収し、当第１四半期から連結子会

社として傘下におきました。これに伴いレガシー、インバータ、オートモーティブ、その他事業で構成さ

れる従来のコイルビジネスに VOGT のコンポーネント事業、EMS 事業が加わり、幅広い製品分野、顧客層を

対象とした事業活動が可能となりました。同社はヨーロッパ地域、自動車機器向けに強いため、アジア地

域に基盤を持ち、オートモーティブ分野を積極的に推進している当社との開発・製造・販売面での相乗効

果を発揮するよう努めてまいります。 

 

３．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は株主への利益還元を経営の重要課題と位置付けております。 

配当につきましては、年間事業計画及び基準配当性向（25－30％：日本国内に加えて海外の株主を考慮

し、東証一部上場の優良企業及びアメリカ、ヨーロッパ等海外企業の配当水準を参考にして設定いたしま

した）に基づき、年間配当額を決定し、それを 4分割した金額を四半期毎に支払う方針といたしました。 

第 1 四半期配当は会社法の施行前であったために行いませんでした。そのため、同法の施行後最初に到

来する第 2四半期の配当は、第 1四半期配当分を合計して 20 円（平成 18 年 7月 27 日開催の取締役会で決

議）と致しました。 

 

４．投資単位の引下げに関する考え方及び基本方針 

当社は、株式市場での当社株式の流動性を高め、より広範な投資家の参加を促す観点から、当社株価の

水準、株式市場の動向、株式の分布状況及び株式事務コスト等を総合的に考慮しながら株式投資単位の見

直しを適宜実施していくことを基本方針としております。 

 

５．目標とすべき経営指標 

純粋持株会社（当社）の傘下に事業会社を置き、事業会社は日常業務を、持株会社はグループ全体に関

わる方針決定を行う役割分担を実施致しました。各事業会社は目標方針・責任・権限を明確化し、製造、

販売、開発を製品ごとに把握し、業績向上を目指してまいります。企業買収等により新規事業会社がグル

ープ会社となった場合は持株会社の傘下の新事業会社として位置付けます。 

各事業会社の評価基準としては修正 EBITDA（支払利息・減価償却費・無形固定資産償却・税金及び特別

損失控除前利益）を採用しております。目標としては修正 EBITDA で 10％を目指します。 

 

６．中期的な会社の経営戦略 

今後一段の企業飛躍を実現するためコイルビジネス、VOGT のコンポーネント事業、VOGT の EMS 事業のそ

れぞれの成長分野に経営資源を集中させてまいります。 

①コイルビジネス 

コイルビジネスはレガシー事業、インバータ事業、オートモーティブ事業、その他事業で構成され

ています。 

レガシー事業は過去 50 年に亘って培ってきたコイルの巻線技術を使用する当社の最も得意とする

分野を担っています。製品には電池等の電源から目的の電圧を効率良く取り出す DC/DC コンバータ、

パワーインダクタ、同調回路に使用される RF（高周波）・IFT（中間周波）コイル、アンテナコイルな
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どがあり、幅広い分野に使用されています。今後、携帯電話、デジタルカメラ、HDD、ノート PC、自動

車機器、ゲーム機器、プリンター、携帯型音楽プレーヤー向けに小型化・低背化、エネルギー効率化、

多機能化に対応した新製品の開発に力を注いでまいります。 

インバータ事業は将来成長が期待できると同時に技術開発力、価格競争力が問われる分野を手掛け

ています。ノートPC向けでは小型化・低背化に加え多機能化に対応した新製品の開発に努めています。

LCDモニター向けでは一次電源のAC/DCコンバータ機能と二次電源のDC/ACインバータ機能を一体化し

たツーインワン方式の技術開発力の向上に努め、納入先でのシェア拡大を目指します。液晶 TV 向けで

は、台湾、日本、韓国など幅広い顧客層を対象としてインバータトランス及びユニットの販売を強化

いたします。 

オートモーティブ事業では ABS コイルの拡販に更に力を注いでまいります。キーレスエントリーは

既に顧客 3 社に納入し、採用車種も広がっています。今後既存客のシェア拡大、新規顧客の開拓に積

極的に取り組んでまいります。2006 年第 2 四半期から新製品が立ち上がってきた直噴エンジン用イン

ジェクションコイルは第 3 四半期から生産が本格化する予定です。そのほか、イモビライザー、ナビ

ゲーションシステム､EPS（エレクトロニック・パワー・ステアリング）、エアーバッグ向けコイルにも

取り組んでまいります。 

その他事業では、スウェーデン・JENSEN が、主にプロジェクター用 GDT（ガス・ディスチャージ・

チューブ）をヨーロッパ向けに販売しています。車載向け GDT につきましては採用決定まで時間を要

するものの、サンプル出荷を着実に行っており、2006 年後半から徐々にその成果が顕在化する見込み

です。2004年末に買収したドイツ・STELCO社は当社グループへの収益寄与が昨年から始まっています。

主力のヨーロッパ地域が増加基調を辿っているのに加え、日本及びアジア地域等新規市場の開拓を進

める方針です。 

②VOGT コンポーネント事業 

VOGT コンポーネント事業は、自動車機器、通信機器、産業・医療機器、娯楽機器、家電及び照明器

具など幅広い分野のコイル、トランス、各種モジュール、センサー等を主にヨーロッパ、アメリカ、

中国向けに販売しています。従来の当社グループと VOGT の人的資源、製品、販売網、開発及び生産技

術の洗い出しを進め、早急にシナジー効果を発揮できる体制を構築いたします。 

③VOGT EMS 事業 

VOGT EMS 事業は、パワーステアリング用制御ユニット、GPS アンテナ、盗難防止用制御ユニット、

ディーゼルエンジン用制御ユニット、パワーサプライ等を主にヨーロッパの顧客向けに販売していま

す。徹底したリストラクチャリングが既に完了しているため、今後の収益寄与が期待されます。 

中期経営計画では、2007 年に総売上高 1,000 億円、EBITDA 100 億円達成の基盤づくりを目指しておりま

す。 

 

７．会社の対処すべき課題 

当社グループは2003年にスタートした中期経営計画であります、2007年度に売上高1,000億円、EBITDA100

億円達成の基盤づくりに向けて、Global, Speed, Focusをモットーとして事業に邁進しております。 

① グローバル（Global） 

 現地のスタッフによる経営で、生産、販売を現地で行う現地完結型ビジネスを実施しております。 

② スピード（Speed） 

 委員会設置会社のコーポレートガバナンスのもと、執行役に大幅な権限を委譲し、グループ全体

の業務執行のスピードの向上を図れる体制にしております。また、カンパニー制導入により製品群

ごとの業績及び財政状態を把握し、責任を明確にするとともに、スピーディーな活動のため、カン

パニープレジデントに大幅な権限委譲をしております。 

③ フォーカス（Focus） 

 採算性の低い事業を圧縮して、採算性の高いビジネスにフォーカスしております。また、これら

のビジネスの更なる業務拡大のため、業務提携や企業買収を視野に入れております。 

④ リスク・マネジメント(Risk Management） 

 企業がさらされるリスクは単に疾病、災害、訴訟、為替及び金利の変動などにとどまらず、多岐

にわたり、しかも複雑化・複合化しております。こうした時々刻々変化する企業リスクに対し、当

社グループではCEOをトップとし、執行役を中心メンバーとしたリスク・マネジメント・コミッティ

ーを社内に設置するとともに、世界各地にリスク・マネジメント担当者を置き、迅速かつ遺漏なき

対応をしております。 

⑤ 企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility） 

企業に求められる法的責任、経済的責任、社会貢献といった、より高次で、自主的に果たす責任

が重視される中、当社グループでは法務部門・コンプライアンス部門の強化、環境に関する国際規
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格であるISO14001の取得及び奨学金の給付等を実施するなど、社会的な信頼度をいっそう高める幅

広い企業の社会的責任(ＣＳＲ）活動に注力しております。 

 

８．親会社に関する事項 

該当事項はありません。 

 

９．その他、会社の経営上重要な事項  

該当事項はありません。 
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Ⅱ.経営成績及び財政状態 

 

１．経営成績  

2006 年の世界経済は、ヨーロッパがドイツを中心に約 5 年振りに低水準の失業率を記録するなど回復の度合

いを強めています。2004 年 6 月から金融引き締め策を開始したアメリカは、過去 50 年間で最長の 1970 年代後

半に肩を並べる金利上昇局面が続いています。これに伴い景気減速感が住宅市場から個人消費、企業活動に波及

し、2006 年第 1四半期 5.6％を記録した GDP 成長率は第 2四半期に 2.5％へ縮小したものの、追加利上げ打ち止

め感から年後半は 3％前後での安定成長が続く見込みです。日本は企業部門の回復が雇用環境の改善、所得の増

加等家計部門を好転させ、個人消費の増加が企業の生産や設備投資の再拡大につながる好循環が続いています。 

また、BRICs では中国の経済成長率が 2006 年第 1 四半期に前年同期比 10.3％増を記録したのに続き、第 2 四

半期も 11.3％増と依然好調に推移しています。インドは昨年度 GDP 成長率 8.4％を達成した後株式市場が急落し

たものの、国内投資家が少なく経済への影響が限定的であるのに加え、GDP の 6 割を超える個人消費が IT 産業

従事者など新富裕層を中心に好調に推移していることから今後も高成長が続く見込みです。 

世界の電子機器市場は、薄型 TV、DVD レコーダ、デジタルカメラなどデジタル情報家電の本格的な普及や PC

及び PC 周辺機器、携帯電話の先進諸国での高機能機種への買い替え需要、BRICs での新規購入増を背景に急激

に拡大しています。 

音響・映像機器では、新機種への切り替えから携帯型音楽プレーヤーの生産調整が行われたものの、液晶 TV、

PDP-TV が好調に推移しました。PC の出荷台数は、2005 年に前年比 15.3％増の 219 百万台を達成し、2006 年第 1

四半期が前年同期比 13.1％増の 57 百万台、第 2四半期も前年同期比 11.0 増の 55 百万台と予想以上に増加して

います。携帯電話の販売台数は 2005 年に前年比 21.2％増の 816 百万台を記録したのに続き、2006 年第 1四半期

に前年同期比 23.8％増の 224 百万台、第 2 四半期も前年同期比 22.5％増の 233 百万台前後で推移しているもの

と推定されます。また、世界の新車販売台数の安定した成長が続くなか、自動車の安全性、快適性に加え原油価

格の高騰や環境保全ニーズを背景に燃料効率性を重視する傾向が強まり、車載用電子部品の需要が更に高まって

います。         

こうした中当社グループはドイツのコイル専業の VOGT を 2006 年から連結子会社として傘下に置きました。

VOGT の新規加入は、レガシー、インバータ、オートモーティブ、その他事業で構成される既存のコイルビジネ

スに VOGT のコンポーネント事業及び EMS 事業を合わせたグループ全体の企業価値向上に大きく貢献しておりま

す。 

当中間連結会計期間の売上高につきましてはインバータ事業の減少をパワーインダクタ、パワーソリューショ

ン、シグナルなどレガシー事業の好調、オートモーティブ事業、その他事業の増加で補いコイルビジネスが堅調

に推移したことに加え、VOGT のコンポーネント事業及び EMS 事業が寄与したため前中間連結会計期間比 55.6%

増の 29,759 百万円になりました。 

利益面では、銅市況上昇等に伴うオートモーティブ事業の採算低下、インバータ事業の減収の影響を主力のレ

ガシー事業の増収効果、その他事業の利益率向上、販売費の抑制で補いコイルビジネスが 2桁増益を達成すると

ともに VOGT のコンポーネント事業、EMS 事業の収益が新たに加わってきたことから営業利益は前中間連結会計

期間比 56.3％増の 2,207 百万円となりました。 

営業外損益で支払利息が増加したものの持分法による投資損失が減少したのに加えて為替差益が発生したこ

となどから経常利益は前中間連結会計期間比約 2.2 倍の 2,439 百万円となりました。持分法適用会社に対する当

社の出資比率が第三者割当増資により低下したことに伴い過去に負担した同社の損失額と現在の出資比率によ

る負担額との差額が持分変動益として特別利益に計上されたため、中間純利益は前中間連結会計期間比 89.6％

増の 1,313 百万円となりました。 

  

次に当中間連結会計期間における各セグメントの状況は以下のとおりです。尚、当社グループの事業はコイ

ルビジネス、VOGT コンポーネント事業、VOGT EMS 事業から構成されております。 

①コイルビジネス 

コイルビジネスの売上高は、インバータ事業が大幅に減少したものの、レガシー事業が順調に拡大したこ

と、オートモーティブ事業、その他事業が堅調に推移したことから前中間連結会計期間比 1.5％増の 19,418

百万円になりました。 

a.レガシー事業 

レガシー事業の売上高は、パワーインダクタが引き続き順調に増加し、パワーソリューション、シグナ

ルが本格的に回復してきたことから前中間連結会計期間比 23.4％増の 10,605 百万円になりました。 

ⅰ）パワーソリューション 

パワーソリューションの売上高は前中間連結会計期間比 32.0％増の 1,644 百万円になりました。 

地域別では台湾、香港が減少したものの、アメリカ、ヨーロッパ、シンガポール、日本、中国が増加

しました。使用製品別では音響・映像機器向けが僅かに減少したのに対して OA 機器及び通信機器、
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車載用電装品、産業機器向けが大幅に増加したことに加え、冷暖房切り替え用 4V コイルのオートモ

ーティブ事業からの組み替えが寄与しています。 

ⅱ）パワーインダクタ 

パワーインダクタの売上高は前中間連結会計期間比 21.7％増の 6,781 百万円になりました。 

地域別ではシンガポールが伸び悩んだものの、アメリカ、香港、中国、台湾、ヨーロッパ、日本が増

加しました。使用製品別ではデジタルカメラ、通信機器、セキュリティー機器、POS 向けが減少する

一方で、PC及び PC 周辺機器、音響･映像機器、車載用電装品向けが増加しました。 

ⅲ）シグナル  

シグナルの売上高は前中間連結会計期間比 22.7％増の 2,180 百万円になりました。 

地域別ではアメリカ、ヨーロッパ、中国、香港、シンガポール、日本、台湾などすべての地域で増加

しました。使用製品別ではアニマルタグ向けが減少する一方で OA 機器及び PC 周辺機器、音響・映像

機器、通信機器、車載用電装品向けが増加しました。 

   

b.インバータ事業 

インバータ事業の売上高は前中間連結会計期間比 34.9%減の 3,561 百万円になりました。インバータ事業

は PC インバータモジュール、LCD モニターモジュール、液晶 TVモジュール、娯楽機器用モジュール及びイ

ンバータトランスに分類されます。 

PC インバータモジュールは価格低下に加え、特許問題が発生し事業再検討をしております。また、LCD

モニターモジュールにつきましては、一次電源とモジュールを一体化したツーインワンによる供給体制へ

の変更により売上が大幅に減少しております。液晶 TV モジュールも価格競争の激化に伴い事業戦略の見直

しをしており、売上減少となりました。地域別では中国、アメリカ、ヨーロッパが増加したのに対して香

港、日本、シンガポール、台湾が減少いたしました。 

 

c.オートモーティブ事業 

オートモーティブ事業の売上高は前中間連結会計期間比 3.9%増の 3,966 百万円になりました。 

地域別ではアメリカ、日本、香港、中国が減少したものの、ヨーロッパ、シンガポールが順調に増加し

ました。使用製品別では冷暖房切り替え用4Vコイルのレガシー事業への組み換えがあったのに対してABS、

キーレスエントリーが堅調に推移し、直噴エンジン用インジェクション用コイルが立ち上がってきました。 

  

d.その他事業 

その他事業の売上高は前中間連結会計期間比3.1％増の1,286百万円となりました。その他事業はSTELCO

社、JENSEN 社、電磁気製品等に分類されます。完全撤退した電磁気製品等は前中間連結会計期間と比べて

売上高が 305 百万円減少しておりますが、その他の売上高は 36.5％増となっております。 

 

②VOGT コンポーネント事業 

 VOGT コンポーネント事業は車載、通信機器、照明器具、産業及び医療機器、娯楽機器の部品及びモジュー

ルから構成されております。企業買収により平成 18 年 1 月から連結対象となり、売上高は 9,152 百万円とな

りました。売上構成比では車載用部品及びモジュールが 6 割を占めており、将来更なる拡大を目指しており

ます。 

   

③VOGT EMS 事業 

VOGT コンポーネント事業の開発、製造技術を応用した EMS 事業であり、車載、通信機器、照明器具、産業

用及び医療機器を対象としております。EMS 事業では材料比率が高いため、材料費を控除した付加価値を売上

高としており、1,189 百万円を計上いたしました。 

  

２．財政状態 

   (1)資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況 

（資産） 

ドイツ・VOGT 社を TOB により買収し、78.1%の株式を取得いたしました。その結果、流動資産とし

ては前中間連結会計期間末比で 7,729 百万円の増加となり、有形固定資産は 8,983 百万円の増加とな

りました。企業買収に伴う営業権は 1,974 百万円の増加であり、VOGT 社資産の時価評価(Fair Value)

算定や繰延税金資産の実現性の検討の結果発生したものです。営業権は国際会計基準の適用により償

却されてはおらず、減損会計に基づいております。総資産では前中間連結会計期間末比で 20,098 百

万円増加の 62,536 百万円となりました。 
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（負債） 

VOGT 社買収資金として、アルパイン社債 80 億円を発行しており、その他買収資金では銀行借入と

自己資金で賄いました。VOGT 社の銀行借入金 70 億円はユーロ建てで高金利であるため、全てを買収

資金で返済しており、支払利息などの資金流出を抑えました。その結果、流動負債としては、前中間

連結会計期間末比で 7,769 百万円の増加、固定負債としては 8,156 百万円増加しております。流動負

債の増加額7,769百万円は流動資産の増加7,729百万円とほぼ対応しており、固定負債の増加額8,156

百万円は有形固定資産の増加額 8,983 百万円とほぼ見合っております。 

 

（純資産） 

当中間連結会計期間より少数株主持分と繰延ヘッジ損益が純資産の部に表示されております。前中

間連結会計期間末比では 4,226 百万円増加の 26,563 百万円となりました。為替変動で為替換算調整

勘定（借方）が 902 百万円減少したことと、少数株主持分が 673 百万円増加したこと、利益剰余金が

2,282 百万円増加したことによるものです。 

 

（キャッシュ・フロー） 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  前中間連結会計期間比で 28 百万円増加の 1,739 百万円となりました。税金等調整前当期純利益

と減価償却費の合計で 2,176 百万円増加しましたが、買収した VOGT 社の棚卸資産の増加 730 百万

円、未払金 426 百万円の減少及び法人税等支払額 617 百万円の増加により 28 百万円の増加になり

ました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 前中間連結会計期間比で 2,280 百万円増加の 6,003 百万円となりました。有形固定資産の増加

1,627百万円増加したこと、VOGT社取得関連支出が3,528百万円増加したこと、関連会社株式(Arima 

Devices Corp.)の追加出資が 658 百万円増加したことが主なものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 前中間連結会計期間比で 13,381 百万円減少の 6,971 百万円の支出超となりました。VOGT 社買収

として転換社債 7,983 百万円及び銀行借入増加 5,408 百万円によるものです。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成 15 年 

連結会計年度

平成 16 年 

連結会計年度

平成 17 年 

連結会計年度 

平成 17 年中間 

連結会計期間 

平成 18 年中間

連結会計期間

自己資本比率（％） 62.8 60.0 48.2 52.7 41.5 
時価ベースの自己資本比率（％） 173.5 135.0 92.2 105.6 75.4 
債務償還年数（年） 5.6 2.9 3.7 1.7 4.0 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 16.5 41.7 65.6 85.0 23.5 

(注) 自己資本比率                      : 自己資本/総資産 

   時価ベースの自己資本比率          : 株式時価総額/総資産 

   債務償還年数                      : 有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ  : 営業キャッシュ・フロー/利払い 

 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

※ 有利子負債は短期借入金、社債(1 年以内償還予定社債を含み、無利子の転換社債型新株予約権

付社債を含まない)、長期借入金(1 年以内返済予定長期借入金を含む)を対象としております。 

※ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載されている「営

業活動によるキャッシュ・フロー」及び「支払利息」を用いております。 

※ 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを 2倍とし年率換算しております。 

※ 平成 15 年、平成 16 年及び平成 17 年連結会計年度と平成 17 年中間連結会計期間の自己資本比

率は従来の株主資本比率を記載しております。 
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３.業績の見通し 

当社グループのコイルの受注は2四半期に亘る微調整から抜け出し、新しい局面を迎えようとしています。 

コイルの月間受注数量（当月受注＝当月販売予定、STELCO、JENSEN、VOGT を除く）は、2001 年 10 月の 53

百万個を起点として 2002 年 70 百万個、2003 年 80 百万個、2004 年 100 百万個と水準を切り上げ、2005 年 9

月に147百万個と史上最高を記録しました。2005年第4四半期以降120百万個～130百万個台が続いた後2006

年 6 月に 142 百万個と史上 2 番目の水準に達しています。更に 7 月は 31 日現在で 154 百万個と史上最高を

更新しています。 

電子部品を取り巻く環境は今後も好調に推移するものと考えられます。 

世界の PC の出荷台数は、2005 年に前年比 15.3％増の 219 百万台を達成した後 2006 年第 1 四半期前年同

期比 13.1％増の 57 百万台、第 2 四半期前年同期比 11.0％増の 55 百万台と順調に増加しています。日本、

アメリカが伸び悩み、これまで好成長が続いていたヨーロッパ・中東・アフリカ地域が流通在庫の調整等に

より過去 3年間で初めて成長率が 2桁を割り込んだものの、アジアパシフィック、ラテンアメリカ地域が急

増しました。今後も新興諸国を中心に成長が続くため、2006 年は前年比 2桁増が予想されます。特に、ノー

ト PC は高い伸びが期待されます。 

世界の携帯電話の出荷台数は 2005 年に前年比 21.2％増の 816 百万台を記録しました。2006 年第 1四半期

は前年同期比 23.8％増の 224 百万台、第 2 四半期も前年同期比 22.5％増の 233 百万台前後で推移している

ものと推定されます。アジア太平洋地域、中東・アフリカ地域等新興市場での需要が更に高まるため 2006

年は 1,000 百万台に迫る可能性も出てきました。 

液晶 TV の出荷台数は 2005 年の 20 百万台から 2006 年は 40 百万台前後に倍増する見込みです。2009 年に

CRT-TV を抜き、2010 年は 128 百万台に達するとの見方も出てきました。  

一方、2006 年前半のアメリカ、ヨーロッパ、日本を合計した新車登録台数は、日本、アメリカが減少した

ものの、ヨーロッパが回復に転じてきたため前年同期比 0.9％減の 18,550 千台と比較的堅調に推移していま

す。今後アメリカ、ヨーロッパ、日本が高水準を維持し、中国、韓国、インド、ブラジル、ロシア等新興諸

国での高い成長が続くため、世界の自動車販売台数は着実に拡大するものと予想されます。また、自動車の

安全性、快適性、燃料効率性を高めるため電子化が進んでいることから、車載用電子部品の需要は中長期的

に高成長が期待されます。 

 

こうした事業環境の中、当社グループにおきましてはコイル専業の VOGT を買収し、2006 年から連結子会

社に組み入れたことを好機と捉え今後世界の電子部品市場を大幅に上回る成長を目指します。 

①コイルビジネス 

a.レガシー事業 

パワーソリューションでは、昨年後半から売上高が上向きに転じています。4V コイルのオートモー

ティブ事業からの組み替えも寄与したため 2006 年第 2 四半期には過去 2 年半で最高であった 2004 年

第 1 四半期の水準を回復しています。今後デジタルカメラ、DVC、DVD プレーヤー、プリンター向けの

販売を積極化する方針です。将来需要拡大が見込まれる車載用分野での新規開拓を推進いたします。 

パワーインダクタでは、小型・低背化、電源エネルギーの効率化を追求した新製品を開発し顧客へ

の納入シェア拡大に力を注いでおります。携帯電話、デジタルカメラ、HDD、ノート PC、自動車機器、

ゲーム機器、プリンター、携帯型音楽プレーヤー向けの拡販に取り組んでおります。携帯電話向けで

は、日本、ヨーロッパに加えアメリカでの販売を強化し、PC の生産増に伴って需要が高まっている HDD

向けも大手顧客への販売に力を注ぎます。昨年後半から納入の始まった携帯型音楽プレーヤー向けは

2006 年第 1四半期から主力顧客が生産調整に入っているものの、第 3 四半期から新製品の生産が本格

化する予定です。 

シグナルでは主力のトナーセンサー向けに加え、モデム、ADSL 等テレコミュニケーション分野、キ

ーレスエントリー及び TPMS 等自動車機器分野、アニマルタグ向けを強化いたします。 

b.インバータ事業 

インバータ事業ではノート PC、LCD モニター、液晶 TV、娯楽機器向けにインバータトランス、イン

バータユニットを販売しています。ノート PC 向けは主力顧客のモデル切り替えのため 2006 年第 1 四

半期一時的に売上が伸び悩んだものの、第 2 四半期から新モデル向けが立ち上がり、第 3 四半期以降

生産が本格化する見込みです。LCD モニター向けでは一次電源の AC/DC コンバータ機能と二次電源の

DC/AC インバータ機能を一体化したツーインワン方式の技術開発力の向上に努め、納入先でのシェア拡

大を目指します。液晶 TV 向けでは、台湾、日本、韓国など幅広い顧客を対象としてインバータトラン

ス及びユニットの販売を強化いたします。 

c.オートモーティブ事業 

オートモーティブ事業では ABS コイルの拡販に更に力を注いでまいります。キーレスエントリーは

既に顧客 3 社に納入し、採用車種も広がっています。今後既存客のシェア拡大、新規顧客の開拓に積
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極的に取り組んでまいります。2006 年第 2 四半期から新製品が立ち上がってきた直噴エンジン用イン

ジェクションコイルは第 3 四半期から生産が本格化する予定です。そのほか、イモビライザー、ナビ

ゲーションシステム､EPS（エレクトロニック・パワー・ステアリング）、エアーバッグ向けコイルにも

取り組んでまいります。 

d.その他事業 

STELCO は昨年のヨーロッパ経済の低迷の影響から漸く抜け出し、2006 年第 1四半期、第 2四半期と

も堅調に推移しています。ヨーロッパ主要顧客の引き合いの活発化を背景に今後も順調な需要拡大が

予想されます。新規市場の開拓も既に始まり、第 3 四半期には日本及びアジアの自動車機器、家電、

通信機器向けの売上が寄与する見込みです。 

JENSEN は、現在主にサージアレスターやプロジェクター用ギャップチューブをヨーロッパ向けに販

売しています。車載用ギャップチューブにつきましては 2006 年後半から徐々にその成果が顕在化する

見込みです。日本市場ではプロジェクター用の小型 SMT タイプを開発し、量産化に向けサンプル出荷

を積極的に行ってまいります。 

 

②VOGT コンポーネント事業 

VOGT コンポーネント事業は、自動車機器、通信機器、産業・医療機器、娯楽機器、家電及び照明器具

など幅広い分野のコイル、トランス、各種モジュール、センサー等を主にヨーロッパ、アメリカ、中国向

けに販売しています。従来の当社グループと VOGT の人的資源、製品、販売網、開発及び生産技術の洗い

出しを進め、早急にシナジー効果を発揮できる体制を構築いたします。 

 

③VOGT EMS 事業 

VOGT EMS 事業は、パワーステアリング用制御ユニット、GPS アンテナ、盗難防止用制御ユニット、ディ

ーゼルエンジン用制御ユニット、パワーサプライ等を主にヨーロッパの顧客向けに販売しています。徹底

したリストラクチャリングが既に完了しているため、今後の収益寄与が期待されます。 

  

【平成 18 年第 3四半期の業績予想】 

当社グループでは、各部門から提出される翌四半期のコミットメントを積み上げた方式による業績予想を

発表しております。 

現時点における平成 18 年第 3四半期の業績予想は次の通りです。 

 

平成 18 年第 3四半期連結業績予想  平成 17 年第 3四半期連結業績実績 

（平成 18年 7月 1日～平成 18年 9月 30 日）  （平成 17 年 7 月 1日～平成 17 年 9月 30 日）

売 上 高 15,700 百万円  売 上 高 10,225 百万円 

経 常 利 益 1,200 百万円  経 常 利 益 733 百万円 

当期純利益 700 百万円  当期純利益 590 百万円 

（前提となる為替レートは１米ﾄﾞﾙ 110 円としております。） 
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３．事業等のリスク 

中間決算短信に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、中

間決算短信発表日(平成 18 年 8 月 21 日)現在において当社グループが判断したものであります。 

 

(1)経済動向に係るリスク 

当社グループが属するエレクトロニクス業界は世界経済の影響を受やすい、変化の激しい業界でありま

す。世界各国の急激な景気変動の影響を受け、急激な需要の変化により、当社グループを取り巻く経営環

境が直接あるいは間接的に影響を受けることがあります。また、エレクトロニクス市場は今後も拡大して

いく市場であり、市場の拡大は参入企業の増加、潜在的な競業企業の増加も考えられ、厳しい競争の中、

製品に対する顧客の要求も厳しくなる可能性があります。 

当社グループでは事業拠点を世界各地域に分散させ、特定地域に偏らない事業展開を進めるとともに、

特定の取引先への依存度を高くすることなく、幅広い分野の顧客向けに事業展開し、各国の景気変動の影

響を最小限にとどめるようにしております。また顧客からの要請に対しては迅速な設計、原材料調達先の

多様化、部材の内製化、輸送手段の効率化などを進め、顧客からの信頼性や機能の要求を満たす製品を提

供していく体制を作っております。 

本年 2 月のドイツ VOGT 社買収につきましても、かかる取組みを一層強化するものと位置づけており、

今後のグループリスク管理体制の更なる拡充を図ってまいります。 

(2)為替・金利動向に係るリスク 

当社グループは当中間連結会計期間で約 85％が海外売上で、製造は 100％海外であり、米ドルなどの外

貨建てであります。連結財務諸表作成のため外貨建て財務諸表を日本円に換算した際に、為替変動より財

政状態及び経営成績は影響を受けることがあります。日本及び香港のイン・ハウス・バンクを使って取引

通貨の相当部分を相殺しており、また為替予約を行なう等為替変動による連結業績への影響を最小限にと

どめ、安定した収益を得るように努めております。 

また、借入金等が今後の金利動向によっては、当社グループの収益性に影響を与える場合がありますが、

金利動向を的確に把握しつつ機動的な資金調達を行う一方で、調達方法の多様化を図る等金利動向の影響

を最小限にとどめるべく対応しております。 

(3)技術革新に係るリスク 

当社グループは変化の激しいエレクトロニクス業界において、常にリーディングカンパニーであること

を目指し、顧客に対しより良い製品を満足出来る価格で提供し、顧客の支持を拡大出来るよう努力を積み

重ねております。しかしながら、エレクトロニクス業界では当社グループと競業企業との間で技術面・価

格面における競争は年々ますます激しいものとなっております。特に近年においては中国・台湾及び韓国

における現地競業企業の台頭がめざましいものがあります。これに対処するため、当社グループでは他社

との製品上の競業関係において、より有利な地位を占めるため積極的な研究開発投資を続け、製品の差別

化を図り、価格面でも競争力のある製品を提供し続ける所存です。 

(4)原材料等の調達に係るリスク 

当社グループは多くの原材料を外部調達しており、またその価格は国際市況に連動していることから、

市況の変動に伴い業績に影響を与える可能性があります。また供給元における事故等の事由による原材料

の供給不足、供給中断により業績に影響を与える可能性もあります。平成 18 年上期の状況をみても、原

油をはじめとする世界的な原材料価格の上昇の趨勢の中で、銅をはじめとするいくつかの原材料の価格が

上昇しておりますが、当社グループにおきましては、幅広い供給元から適時・適量・適性価格での供給を

受ける体制の確立、及びより効率的な製造工程の確立による製造コストの削減等により、その影響を最小

限に抑えるべく努めております。 

(5)知的財産権に係るリスク 

競争の厳しいエレクトロニクス業界では当社グループの持つ特許を侵害した模造品が世界各国で流通

し、それが売上等に影響を与える可能性があります。また、世界各国において特許が日々出願されており、

その発明または出願の日が先後することで、意図せずに第三者の特許権・商標権等と抵触するような事態

を招き、法廷の内外で相当の損害賠償金またはロイヤルティーを請求される可能性があります。 

当社グループでは、特許等知財管理を行う法務部門を強化し、当社グループの開発による新技術を確実

に当社グループで財産化するとともに、製品の開発･販売に際し、第三者の特許権・商標権等知財権との

抵触が発生しないよう、事前調査を行い、抵触可能性が予見される場合は回避策をとるなど、第三者の知

的財産権の侵害を未然に防止出来るよう、万全の注意を払っております。 

しかし、台湾子会社が、競業関係に立つ部品供給元同士で係争中であった特許侵害の訴訟に巻き込まれ

る形で米国の連邦地方裁判所に提訴され、当該第一審裁判所において平成 17年 11 月に台湾子会社の特許

侵害を認める陪審評決が出されました。さらに、平成 18 年 4 月には当該陪審評決に基づき損害賠償額 4
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百万米ドル、弁護士費用上限 3百万米ドルの支払を命じる判決が下されました。当社グループでは、この

判決を不服とし控訴審の判断を仰ぐこととして、平成 18 年 5 月に控訴状を提出しました。第一審判決の

見直しが図られるような控訴審の判断を期待していますが、必ずしもそうならない場合を想定し、問題特

許抵触の可能性を払拭し得るような部品供給元からの供給を確保する施策を同時並行で進めております。 

(6)海外展開に伴うリスク 

当社グループの製造拠点は全て海外(中国、台湾、メキシコ等)であり、中でも中国（番禺、太平及び蘇

州）が中心となっております。現状、当中間連結会計期間の連結売上高の約 85％が海外売上となっており

ます。 

海外展開にあたっては、当社グループが事業展開を行っている地域での戦争・テロ等の政治的リスク、

海外各国における予期せぬ法規制等の変更、疾病の流行等の社会的リスク、景気動向、為替変動等市場要

因による経済的リスク等、様々なリスクが当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありますが、各

国・各地域の政治、社会、経済状況等の情報把握には万全の努力を払っております。 

特に税法を含む各地域における各種関連法規制に関しましては、法令遵守の観点から適切な対応を図っ

てきておりますが、他方、近年、経済のクロスボーダー化の一層の進行の中で、制度変更あるいは各国間

での制度対応の差異等が事業に影響を及ぼすケースも散見されており、経済合理性の観点から一段と海外

事業展開を図る一方で、制度法令解釈の相違により生じ得るリスクにも充分に留意しつつ対応に努めてお

ります。 

(7)品質・製造物責任に係るリスク 

当社グループ製品の要求仕様への不一致や欠陥により供給先である顧客の製造ラインが停止する事態

や、欠陥を含んだ当社グループの製品を利用した電子機器に不具合が生じる事態も考えられます。欠陥ま

たはその他の問題が発生した場合は、当社グループの売上高、市場シェア、当社グループブランドに対す

る信頼または評価、市場認知度、開発などに影響がでる可能性があり、また顧客からの法的手段による請

求の可能性もあります。 

当社グループは品質管理を Total Quality Management（TQM）で一元管理し、ISO9000、ISO14001、QS9000

等の取得・更新に努めながら、常に製品の品質向上に尽力し、製品の品質確保に万全を期しております。 

(8)Ｍ＆Ａ等による事業拡大に係るリスク 
当社グループは技術力の強化や販売網の拡充を目的に、当社グループ以外の会社との事業提携、合併及

び買収（以下Ｍ＆Ａ等）を行うことにより、中期経営計画の達成を目指しております。Ｍ＆Ａの実施にあ

たっては事前に相乗効果の有無を見極めてから実施を決定し、完了後は相乗効果を最大にするように経営

努力をしております。しかしＭ＆Ａ等の完了後に、両社間の企業文化の相違等が障害となり、予想された

とおりの相乗効果が得られない可能性があります。また、Ｍ＆Ａ等に係る費用等が、一時的に当社グルー

プの経営成績、財政状態に影響を及ぼす可能性もあります。 

(9)税務に係るリスク 

当社グループを構成する事業法人は世界 16 カ国に存在し、各国の税法に準拠して税額計算し、各国で

納付をしております。しかしながら、近年各国はそれぞれの立場から移転価格等で各国の適正税額を主張

するスタンスをとっております。当社グループは各国の諸規則を遵守しており、それらに基づきグループ

実効税率を予想しております。各国の立場からの主張により変動する可能性があります。 



 

  - 13 -

（3）中間連結財務諸表等 

 

①中間連結貸借対照表 

（単位：千円）

比較増減

（△は減）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（ 資 産 の 部 ） % % %

Ⅰ 流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 9,499,701     7,334,754     2,164,947 △   18,342,370    

2. 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ※1 9,420,659     14,436,649    5,015,990     9,900,383     

3. 棚 卸 資 産 4,136,347     8,443,268     4,306,921     4,628,738     

4. 繰 延 税 金 資 産 1,399,789     1,093,432     306,357 △     1,011,068     

5. 為 替 予 約 146,139       31,802        114,337 △     244,765       

6. そ の 他 1,433,390     2,426,648     993,258       1,081,099     

7. 貸 倒 引 当 金 37,754 △      38,834 △      1,080 △       39,577 △      

流 動 資 産 合 計 25,998,271    61.3  33,727,719    53.9  7,729,448     35,168,846    68.0  

Ⅱ 固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

1. 建 物 及 び 構 築 物 ※2 6,187,710     11,321,628    5,133,918     6,321,967     

2. 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 10,662,446    27,142,545    16,480,099    13,001,123    

3. 工 具 器 具 及 び 備 品 2,557,027     11,174,617    8,617,590     2,898,238     

4. 土 地 ※2 1,756,638     2,520,297     763,659       1,760,651     

5. 建 設 仮 勘 定 871,769       1,795,025     923,256       1,294,319     

6. 減 価 償 却 累 計 額 11,152,239 △  34,087,340 △  22,935,101 △  12,512,359 △  

有形固定資産合計 10,883,351    25.6  19,866,772    31.8  8,983,421     12,763,939    24.7  

(2) 無 形 固 定 資 産

1. 営 業 権 ※3 788,940       2,762,480     1,973,540     848,272       

2. 借 地 権 460,486       477,196       16,710        488,658       

3. ソ フ ト ウ エ ア 134,580       135,194       614           118,349       

4. そ の 他 5,245         51,741        46,496        5,198         

無形固定資産合計 1,389,251     3.3   3,426,611     5.5   2,037,360     1,460,477     2.8   

(3) 投資その他の資産

1. 投 資 有 価 証 券 1,799,265     301,459       1,497,806 △   123,795       

2. 関 係 会 社 株 式 ※4 710,287       1,331,739     621,452       553,204       

3. 繰 延 税 金 資 産 1,384,772     3,445,739     2,060,967     1,352,281     

4. そ の 他 273,397       436,318       162,921       278,639       

投資その他の資産合計 4,167,721     9.8   5,515,255     8.8   1,347,534     2,307,919     4.5   

固 定 資 産 合 計 16,440,323    38.7  28,808,638    46.1  12,368,315    16,532,335    32.0  

資 産 合 計 42,438,594    100.0 62,536,357    100.0 20,097,763    51,701,181    100.0 

前連結会計年度末

（平成17年12月31日現在）
　　　　　　 　　     　期　別

 科　目

前中間連結会計期間末

（平成17年6月30日現在）

当中間連結会計期間末

（平成18年6月30日現在）
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（単位：千円）

比較増減

（△は減）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 金　　額 構成比

（ 負 債 の 部 ） % % %

Ⅰ 流　動　負　債

1. 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,709,720     4,767,365     1,057,645     3,705,758     

2. 短 期 借 入 金 ※2 3,850,000     7,022,780     3,172,780     9,800,000     

3. １ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 1,200,000     -             1,200,000 △   -             

4. １ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 ※2 552,108       1,305,796     753,688       370,800       

5. 未 払 法 人 税 等 396,056       641,068       245,012       363,711       

6. 繰 延 税 金 負 債 149,763       297,610       147,847       265,853       

7. 未 払 金 494,778       1,768,293     1,273,515     450,704       

8. 未 払 費 用 436,927       2,448,710     2,011,783     629,868       

9. ワ ラ ン ト 預 り 金 ※5 1,998         -             1,998 △       -             

10. 工 場 移 転 損 失 引 当 金 123,966       -             123,966 △     -             

11. 繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 146,139       -             146,139 △     244,765       

12. そ の 他 302,770       881,220       578,450       176,446       

流 動 負 債 合 計 11,364,225    26.8  19,132,842    30.6  7,768,617     16,007,905    31.0  

Ⅱ 固　定　負　債

1. 社 債 -             1,200,000     1,200,000     1,200,000     

2. 転換社債型新株予約権付社債 8,000,000     8,000,000     -             8,000,000     

3. 長 期 借 入 金 ※2 105,796       4,450,000     4,344,204     -             

4. 繰 延 税 金 負 債 369,336       648,642       279,306       293,627       

5. 長 期 前 受 収 益 39,670        -             39,670 △      -             

6. 退 職 給 付 引 当 金 90,921        977,006       886,085       199,461       

7. リ ー ス 債 務 350           954,453       954,103       1,012,117     

8. そ の 他 78,368        610,574       532,206       12,203        

固 定 負 債 合 計 8,684,441     20.4  16,840,675    26.9  8,156,234     10,717,408    20.7  

負 債 合 計 20,048,666    47.2  35,973,517    57.5  15,924,851    26,725,313    51.7  

( 少 数 株 主 持 分 )

少 数 株 主 持 分 53,021        0.1   55,458        0.1   

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 資 本 金 6,652,563     15.7  6,771,015     13.1  

Ⅱ 資 本 剰 余 金 6,464,674     15.2  6,584,612     12.7  

Ⅲ 利 益 剰 余 金 11,077,523    26.1  12,531,518    24.2  

Ⅳ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 241,498       0.6   52,215        0.1   

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 2,038,064 △   △ 4.8 954,148 △     △ 1.8 

Ⅵ 自 己 株 式 61,287 △      △ 0.1 64,802 △      △ 0.1 

資 本 合 計 22,336,907    52.7  24,920,410    48.2  

負債･少数株主持分及び資本合計     42,438,594  100.0     51,701,181  100.0

（ 純 資 産 の 部 ）

Ⅰ 株 主 資 本

1. 資 本 金 6,929,167     11.1  

2. 資 本 剰 余 金 6,742,575     10.8  

3. 利 益 剰 余 金 13,359,780    21.4  

4. 自 己 株 式 72,121 △      △ 0.1 

株 主 資 本 合 計 26,959,401    43.2  

Ⅱ 評 価 ・換 算 差 額 等

1. そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 32,461        0.1   

2. 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 18,859        0.0   

3. 為 替 換 算 調 整 勘 定 1,121,208 △   △ 1.8 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 1,069,888 △   △ 1.7 

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 673,327       1.0   

純 資 産 合 計 26,562,840    42.5  

負 債 純 資 産 合 計 62,536,357    100.0 

前連結会計年度末

（平成17年12月31日現在）
　　　　　　 　　     　期　別

 科　目

前中間連結会計期間末

（平成17年6月30日現在）

当中間連結会計期間末

（平成18年6月30日現在）
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②中間連結損益計算書 
（単位：千円）

（△は減）

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 金　　額 百分比

% % %

Ⅰ 売　　上　　高 19,124,191   100.0   29,758,534   100.0   10,634,343   39,665,714   100.0   

Ⅱ 売　上　原　価 14,137,094   73.9    21,572,692   72.5    7,435,598    29,281,338   73.8    

売 上 総 利 益 4,987,097    26.1    8,185,842    27.5    3,198,745    10,384,376   26.2    

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,575,125    18.7    5,978,960    20.1    2,403,835    7,201,411    18.2    

営 業 利 益 1,411,972    7.4     2,206,882    7.4     794,910      3,182,965    8.0     

Ⅳ 営業外収益

1. 受 取 利 息 及 び 配 当 金 22,472       60,636       38,164       61,462       

2. 為 替 差 益 -            448,581      448,581      138,572      

3. そ の 他 15,434       1,728        13,706 △     36,756       

営業外収益合計 37,906       0.2     510,945      1.7     473,039      236,790      0.6     

Ⅴ 営業外費用

1. 支 払 利 息 20,048       66,662       46,614       59,444       

2. 為 替 差 損 18,660       -            18,660 △     -            

3. 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 230,856      143,338      87,518 △     386,967      

4. 寄 付 金 ※3 -            16,852       16,852       25,091       

5. 社 債 発 行 費 17,324       -            17,324 △     28,724       

6. そ の 他 40,249       51,524       11,275       66,517       

7. 営業外費用合計 327,137      1.7     278,376      0.9     48,761 △     566,743      1.4     

経　常　利　益 1,122,741    5.9     2,439,451    8.2     1,316,710    2,853,012    7.2     

Ⅵ 特　別　利　益

1. 固 定 資 産 売 却 益 ※4 42,728       2,130        40,598 △     42,749       

2. 持 分 変 動 益 ※5 -            288,469      288,469      -            

3. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ※6 -            -            -            1,072,391    

4. ワ ラ ン ト 預 り 金 戻 入 益 -            -            -            930          

5. ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 162          -            162 △        162          

特別利益合計 42,890       0.2     290,599      1.0     247,709      1,116,232    2.8     

Ⅶ 特　別　損　失

1. 固 定 資 産 除 売 却 損 ※7 14,880       3,970        10,910 △     34,076       

2. ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -            -            -            5,817        

特別損失合計 14,880       0.1     3,970        0.0     10,910 △     39,893       0.1     

税金等調整前中間(当期)純利益 1,150,751    6.0     2,726,080    9.2     1,575,329    3,929,351    9.9     

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 231,309      1.2     726,122      2.5     494,813      659,717      1.7     

法 人 税 等 調 整 額 223,201      1.2     659,741      2.2     436,540      828,347      2.1     

少 数 株 主 に 帰 属 す る 利 益 3,825        0.0     27,259       0.1     23,434       6,262        0.0     

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 692,416      3.6     1,312,958    4.4     620,542      2,435,025    6.1     

前連結会計年度

自 平成 17年  1月  1日

至 平成 17年 12月 31日至 平成 18年  6月 30日

比較増減
当中間連結会計期間

自 平成 18年  1月  1日
  　　　　　　 　　       　　期　別

 科　目

前中間連結会計期間

至 平成 17年  6月 30日

自 平成 17年  1月  1日
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③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書 

中間連結剰余金計算書 
 （単位：千円）

前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成 17年  1月  1日 自 平成 17年  1月  1日
至 平成 17年  6月 30日 至 平成 17年 12月 31日

金　　額 金　　額

Ⅰ. 資本剰余金期首残高 6,416,181                 6,416,181                 

Ⅱ. 資本剰余金増加高
新株引受権及び新株予約権行
使による資本準備金の増加高

48,493                    168,431                   

Ⅲ. 資本剰余金中間期末(期末)残高 6,464,674                 6,584,612                 

Ⅰ. 利益剰余金期首残高 10,646,801                10,646,801                

Ⅱ. 利益剰余金増加高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 692,416                   2,435,025                 

Ⅲ. 利益剰余金減少高

配 当 金 261,694                   550,308                   

Ⅳ. 利益剰余金中間期末(期末)残高 11,077,523                12,531,518                

　　　　　　 　　　　      期　別

     科　目

（資 本 剰 余 金 の 部）

（利 益 剰 余 金 の 部）

 
 

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日） 
(単位：千円)

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 6,771,015 6,584,612 12,531,518 △ 64,802 25,822,343

当中間連結会計期間変動額

　 新株予約権の行使 158,152 157,963 316,115

　 剰余金の配当 △ 484,666 △ 484,666

　 中間純利益 1,312,958 1,312,958

　 自己株式の取得 △ 7,754 △ 7,754

　 自己株式の処分 △ 30 435 405

　株主資本以外の項目の当中間連結会計期間変動額(純額) -           

当中間連結会計期間変動額合計 158,152 157,963 828,262 △ 7,319 1,137,058

当中間連結会計期間末残高 6,929,167 6,742,575 13,359,780 △ 72,121 26,959,401

(単位：千円)

その他 少数株主 純資産
有価証券 持分 合計

評価差額金

前連結会計年度末残高 52,215 -           △ 954,148 △ 901,933 55,458 24,975,868

当中間連結会計期間変動額

　 新株予約権の行使 -           316,115

　 剰余金の配当 -           △ 484,666

　 中間純利益 -           1,312,958

　 自己株式の取得 -           △ 7,754

　 自己株式の処分 -           405

　株主資本以外の項目の当中間連結会計期間変動額(純額) △ 19,754 18,859 △ 167,060 △ 167,955 617,869 449,914

当中間連結会計期間変動額合計 △ 19,754 18,859 △ 167,060 △ 167,955 617,869 1,586,972

当中間連結会計期間末残高 32,461 18,859 △ 1,121,208 △ 1,069,888 673,327 26,562,840

評価・換算差額等

資本金

株主資本

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計
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 ④中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

自 平成 17年  1月  1日 自 平成 18年  1月  1日 自 平成 17年  1月  1日

至 平成 17年  6月 30日 至 平成 18年  6月 30日 （△は減） 至 平成 17年  12月 31日
金　　額 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー

1.税金等調整前中間( 当期)純利益 1,150,751        2,726,080          1,575,329      3,929,351          

2.減 価 償 却 費 749,726          1,350,308          600,582        1,606,452          

3.退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 -                33,462             33,462         21,984             

4.工 場 移 転 損 失 引 当 金 の 増 減 額 43,122 △         -                  43,122         167,088 △          

5.受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 22,472 △         60,636 △           38,164 △       61,462 △           

6.支 払 利 息 20,048           66,662             46,614         59,444             

7.為 替 差 損 益 31,895           12,325 △           44,220 △       96,189             

8.持 分 変 動 益 -                288,469 △          288,469 △      -                  

9.持 分 法 に よ る 投 資 損 失 230,856          143,338            87,518 △       386,967            

10.投 資 有 価 証 券 売 却 益 -                -                  -              1,102,835 △        

11.ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 -                -                  -              5,817              

12.ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 162 △            -                  162            162 △              

13.固 定 資 産 除 売 却 損 14,880           3,970              10,910 △       34,076             

14.固 定 資 産 売 却 益 42,728 △         2,130 △            40,598         42,749 △           

15.売 上 債 権 の 増 減 額 64,116           666,385            602,269        65,247 △           

16.棚 卸 資 産 の 増 減 額 115,132          614,849 △          729,981 △      145,428 △          

17.仕 入 債 務 の 増 減 額 103,638 △        962,770 △          859,132 △      282,604 △          

18.そ の 他 386,658 △        609,956 △          223,298 △      775,313 △          

小　　　　計 1,778,624        2,439,070          660,446        3,497,392          

19.利 息 及 び 配 当 金 受 取 額 22,472           60,636             38,164         61,462             

20.利 息 支 払 額 20,137 △         74,036 △           53,899 △       46,500 △           

21.法 人 税 等 支 払 額 69,528 △         686,681 △          617,153 △      460,745 △          

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,711,431        1,738,989          27,558         3,051,609          

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー

1.定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 -                118,475            118,475        -                  

2.定期預金の預け入れによる支出 -                196,041 △          196,041 △      107,365 △          

3.有 形 固 定 資 産 の 取 得 1,673,851 △      1,627,704 △        46,147         2,979,663 △        

4.有 形 固 定 資 産 の 売 却 60,301           9,119              51,182 △       494,105            

5.子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出※2 292,161 △        1,777,366 △        1,485,205 △    292,161 △          

6.亨 益 権 の 取 得※2 -                1,750,663 △        1,750,663 △    -                  

7.投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 -                5,666              5,666          17,789,448         

8.投 資 有 価 証 券 の 取 得 1,311,905 △      93,393 △           1,218,512      16,690,481 △       

9.関 係 会 社 株 式 の 取 得 308,790 △        657,731 △          348,941 △      308,790 △          

10.無 形 固 定 資 産 の 取 得 35,571 △         23,673 △           11,898         46,367 △           

11.そ の 他 161,291 △        9,830 △            151,461        46,986 △           

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 3,723,268 △      6,003,141 △        2,279,873 △    2,188,260 △        

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー

1.短 期 借 入 金 純 増 減 額 1,000,000 △      7,341,812 △        6,341,812 △    4,950,000          

2.長 期 借 入 金 の 借 入 -                6,000,000          6,000,000      -                  

3.長 期 借 入 金 の 返 済 387,404 △        5,453,674 △        5,066,270 △    674,508 △          

4.社 債 の 発 行 に よ る 収 入 7,982,676        -                  7,982,676 △    9,171,276          

5.社 債 の 償 還 に よ る 支 出 -                -                  -              1,200,000 △        

6.株 式 の 発 行 に よ る 収 入 96,924           316,115            219,191        333,314            

7.配 当 金 の 支 払 額 261,606 △        484,210 △          222,604 △      549,932 △          

8.自 己 株 式 の 取 得 及 び 処 分 20,744 △         7,349 △            13,395         24,259 △           

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 6,409,846        6,970,930 △        13,380,776 △   12,005,891         

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額 201,401          146,122            55,279 △       455,306            

Ⅴ. 現金及び現金同等物の増減額 4,599,410        11,088,960 △       15,688,370 △   13,324,546         

Ⅵ. 現金及び現金同等物期首残高 4,900,291        18,224,837         13,324,546     4,900,291          
Ⅶ. 現金及び現金同等物中間(当期)期末残高 ※1 9,499,701        7,135,877          2,363,824 △    18,224,837         

　　　　　　 　　             　期　別

 科　目

比較増減
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 

連結子会社は 36 社であり、連結子会社の社名は以下のとおりであります。 

<国内子会社> 3社 

SEC株式会社 

スミダ電機株式会社 

スミダコーポレートサービス株式会社 

<在外子会社> 33社 

勝美達電子股份有限公司 

東莞勝美達（太平）電機有限公司 

Sumida Electric (H.K.) Company Limited 

SUMIDA CORPORATE SERVICE COMPANY LIMITED 

SUMIDA SERVICE COMPANY LIMITED 

SUMIDA TRADING COMPANY LIMITED 

SUMIDA TRADING PTE LTD. 

SMD MARKETING (M) SDN.BHD. 

SUMIDA AMERICA INC. 

SUMIDA DE MEXICO, S.A. DE C.V. 

SUZHOU SUMIDA ELECTRIC CO., LTD 

SUMIDA Korea, Inc. 

STELCO GmbH Electronic Components 

Sumida Holding Germany GmbH 

Jensen Devices AB 

SUMIDA TRADING (SHANGHAI) COMPANY LIMITED 

VOGT electronic AG 

VOGT electronic Austria GmbH 

VOGT electronic Components GmbH 

VOGT electronic EMS GmbH 

VOGT electronic Lehesten GmbH 

VOGT electronic Letron GmbH 

VOGT electronic de Mexico S.A. de C.V.  

VOGT electronic of North America, Inc.  

VOGT electronic Obernzell GmbH 

VOGT electronic Romania S.R.L. 

VOGT electronic Shanghai Co., Ltd.  

VOGT electronic Slovenija, d.o.o. 

VOGT electronic Ukraina TzOV 

vogtronics GmbH 

ISMART GLOBAL LIMITED 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.  

SUMIDA ELECTRONICA de MEXICO 

なお、VOGT electronic AG、VOGT electronic Austria GmbH、VOGT electronic Components GmbH、VOGT 

electronic EMS GmbH、VOGT electronic Lehesten GmbH、VOGT electronic Letron GmbH、VOGT electronic 

de Mexico S.A. de C.V.、VOGT electronic of North America, Inc.、VOGT electronic Obernzell GmbH、

VOGT electronic Romania S.R.L.、VOGT electronic Shanghai Co., Ltd.、VOGT electronic Slovenija, 

d.o.o.、VOGT electronic Ukraina TzOV、vogtronics GmbH 及び ISMART GLOBAL LIMITED につきましては、

当中間連結会計期間より平成 18 年 1月 1日をみなし取得日として連結範囲に含めております。 

M.SUMIDA ELECTRIC SDN.BHD.及びSUMIDA ELECTRONICA de MEXICOにつきましては現在清算手続中であり

ます。 

 

(2)非連結子会社 

非連結子会社はありません。 
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2. 持分法の適用に関する事項 

関連会社 Arima Devices Corp.について持分法を適用しております。 

 

3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社である VOGT electronic AG、VOGT electronic Austria GmbH、VOGT electronic Components GmbH、

VOGT electronic EMS GmbHVOGT electronic Lehesten GmbH、VOGT electronic Letron GmbH、VOGT electronic 

de Mexico S.A. de C.V.、VOGT electronic of North America, Inc.、VOGT electronic Obernzell GmbH、VOGT 

electronic Romania S.R.L.、VOGT electronic Shanghai Co., Ltd.、VOGT electronic Slovenija, d.o.o.、

VOGT electronic Ukraina TzOV 及び vogtronics GmbH の中間決算日は 3 月 31 日であるため中間連結会計期間

末日（6月 30 日）に仮決算を行った中間財務諸表を基礎として連結しております。。 

なお、その他の連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と同一であります。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1)在外連結子会社の会計処理基準 

在外連結子会社の採用する会計処理基準は、現地において一般に公正妥当と認められる会計処理基準に従

っております。 

 

(2)重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･中間決算日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

(ﾛ)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として総平均法による原価法 

一部の在外連結子会社については、総平均法等による低価法を採用しております。 

(ﾊ)連結子会社の資産及び負債の評価方法 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

(ﾆ)デリバティブの評価方法 

時価法（為替予約の振当処理を除く） 

 

(3)重要な減価償却資産の減価償却方法 

(ｲ)有形固定資産の減価償却の方法 

主として定率法 

一部の在外連結子会社については、定額法を採用しております。 

ただし、親会社は、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（除く附属設備）については、定額法

を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      3～65 年 

機械装置及び運搬具  2～16 年 

工具器具及び備品    2～20 年 

 

(ﾛ)無形固定資産の減価償却の方法 

主として定額法 

自社利用のソフトウエアについては、利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

在外子会社において連結子会社取得時に生じた営業権については、国際財務報告基準第 3号（企業

結合）に基づき償却しておりません。 

 

(4)重要な引当金の計上基準 

(ｲ)貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については、貸倒実績率にもとづいた会社所定の繰入率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して必要額を計上しております。 

(ﾛ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、一部の在外連結子会社において当中間連結会計期間末における退

職給付債務の見込み額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
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翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

 

(5)重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調

整勘定に含めております。 

 

(6)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。なお、在外連結子会社においては所在国の

会計処理基準によっており、すべてのファイナンス・リース取引について、通常の売買取引に準じて会計処

理を行っております。 

 

(7)重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

(ﾛ)ヘッジ方針 

主に親会社の内規である「市場リスク管理規程」に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

ヘッジ手段 …為替予約 

ヘッジ対象 …外貨建予定取引 

(ﾊ)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の時価変動とヘッジ手段の時価変動を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し

ております。 

 

(8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①連結納税制度の適用 

親会社及び国内連結子会社では連結納税制度を適用しております。 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税については、発生会計期間の期間費用として処理しております。 

 

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29 日）を

適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 

（退職給付に係る会計基準) 

当中間連結会計期間より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 3 号 平成 17 年 3

月 16 日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 7号 平

成 17 年 3月 16 日）を適用しております。これによる損益に与える影響はありません。 

 

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成

17 年 12 月 9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は 25,870,654 千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部

については、改正後の中間連結財務諸表等規則により作成しております。表示に関する変更は以下のとおりで

す。 

1. 前中間連結会計期間における「資本の部」は、当中間連結会計期間から「純資産」となり、「純資産の部」

は「株主資本」、「評価・換算差額等」及び「少数株主持分」に分類して表示しております。 

2. 前中間連結会計期間において「資本」に含めていた「少数株主持分」は純資産の部として表示しておりま

す。 

3. 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」は当

中間連結会計期間においては「株主資本」の内訳科目として表示しております。 

4. 前中間連結会計期間において「利益剰余金」の次に表示しておりました「その他有価証券評価差額金」は、

当中間連結会計期間から「評価・換算差額等」の内訳科目として表示しております。 

5.前中間連結会計期間において「流動負債」に表示しておりました「繰延ヘッジ利益」は当中間連結会計期

間から「評価・換算差額等」の内訳科目「繰延ヘッジ損益」として表示しております。 

 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間より、改正後の「自己株式及び準備金の額の減少に関する会計基準」（企業会計基準第 1

号 平成 17 年 12 月 27 日）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第 2号 平成 17 年 12 月 27 日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正による中間連結貸借対照表の表示に関する変更は以下のとおりでありま

す。 

前中間連結会計期間において資本に対する控除項目として「資本の部」の末尾に表示しておりました「自

己株式」は、当中間連結会計期間より「株主資本」に対する控除項目として「株主資本」の末尾に表示し

ております。 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6 号 平成 17 年 12

月 27 日）及び「株主費本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」企業会計基準適用指針第 9 号 平成 17

年 12 月 27 日）を適用しております。 

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間から「中間連結株主資本等変動計算書」を作成し

ております。また、前中間連結会計期間まで作成しておりました「中間連結剰余金計算書」は本改正により廃

止され、当中間連結会計期間からは作成しておりません。 

 

（ストック・オプション等に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第 8 号 平成 17 年

12 月 27 日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 11 号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 
前中間連結会計期間末 

（平成17年6月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年6月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年12月31日） 

※１．    ───── ※１．    ───── ※１．年度末日が金融機関休業日である

ため、期末日満期手形は満期日に交

換が行なわれたものとみなして処

理しております。 

期末日満期受取手形 124,696千円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 

(1）担保に供している資産（簿価） 

建物及び構築物 1,055,920千円 

土地 1,156,865 

計 2,212,785千円 

  

(1）担保に供している資産（簿価） 

建物及び構築物 1,010,833千円 

土地 1,155,863 

計 2,166,696千円 

  

(1）担保に供している資産（簿価） 

建物及び構築物 1,032,908千円

土地 1,155,893 

計 2,188,801千円

  

(2)対応する債務 

短期借入金 960,000千円 

1年以内返済予定長期借入金 498,608 

長期借入金 105,796 

    計 1,564,404千円 
 

(2)対応する債務 

長期借入金 2,000,000千円

    計 2,000,000千円

  

(2)対応する債務 

短期借入金 1,629,200千円

1年以内返済予定長期借入金 370,800     

    計 2,000,000千円

  

※３．    ───── ※３．営業権 

当期期首にみなし取得した VOGT 

electronic AG に係る営業権については

時価（Fair Value）の算定が未了のため

取得価額の配分及び営業権の額は暫定

であります。 

※３．    ───── 

※４．関連会社に対する株式です。 ※４．    同   左 ※４．    同   左 

※５．ワラント預り金 

第47期において発行した新株引受権

の対価を日本公認会計士協会・会計制度

委員会報告に基づいてワラント預り金

としております。新株引受権付社債の新

株引受権の残高、新株引受権の行使によ

り発行する株式の内容および行使価格

は以下のとおりです。 

第2回 

新株引受権の残高   133,235千円 

発行する株式の内容    普通株式 

行使価格             1,532円60銭 

※５．    ─────  

 

※５．    ─────  

 

６．借入コミットメント契約 

親会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行5行と借入コミットメ

ント契約を締結しております。当中間連

結会計期間末日における借入コミット

メントに係る借入未実行残高は次のと

おりであります 

借入コミットメントの総額 6,000,000千円 

借入実行残高 － 

未実行残高 6,000,000千円 
 

６．借入コミットメント契約 

親会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行5行と借入コミットメ

ント契約を締結しております。当中間連

結会計期間末日における借入コミット

メントに係る借入未実行残高は次のと

おりであります 

借入コミットメントの総額 6,000,000千円 

借入実行残高 － 

未実行残高 6,000,000千円 
 

６．借入コミットメント契約 

親会社は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行4行と借入コミットメ

ント契約を締結しております。当連結会

計年度末日における借入コミットメン

トに係る借入未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミットメントの総額 4,500,000千円 

借入実行残高 4,500,000 

未実行残高     － 千円 
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前中間連結会計期間末 

（平成17年6月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年6月30日） 

前連結会計年度末 

（平成17年12月31日） 

７．偶発債務 

親会社は、平成 17 年 6月 29 日に東京

国税局から、平成 14 年 12 月期及び平成

15年12月期の2連結会計年度について、

当社香港子会社はタックスヘイブン対

策税制の適用対象会社であるという当

局の判断により、更正処分の通知を受け

ました。更正を受けた所得金額は約 18

億円であり、追徴税額は地方税等を含め

合計約 7億円と試算されます。親会社は

繰越欠損金がありますので、これを取り

崩すことで同年度分の法人税等の納付

については発生しない見込みでありま

す。 

当社はこの更正処分には不服であり、

東京国税局に対し異議申し立てを行い

ました。 

７.  偶発債務 

①親会社は、平成 17 年 6月 29 日に東京

国税局より、平成 14 年 12 月期及び平

成 15 年 12 月期の 2 事業年度につい

て、香港子会社の SUMIDA ELECTRIC

（H.K.）COMPANY LIMITED はタックス

ヘイブン対策税制の適用会社である

という判断による更正処分の通知を

受けました。更正を受けた所得金額は

約 18 億円であり、追徴税額は地方税

を含め合計約 7億円でしたが、繰越欠

損金との相殺により税金の納付はあ

りませんでした。平成 16 年 12 月期及

び平成17年12月期については過少申

告加算税（約 15％）を考慮して、確

定申告書上は更正を受け入れた場合

を想定して税額を計算し納付しまし

た。しかしながら親会社はこの更正処

分に不服であり、平成 17 年 8月 29 日

に東京国税不服審判所に対して審査

を請求し、現在審査中であります。 

当中間連結決算においては更正を

受け入れない場合で税額を再計算し、

差額を仮払税金として 306 百万円計

上しております。東京国税不服審判所

の審査で、当方の主張が認められない

場合は裁判所にて当方の主張を訴え

る予定でおります。裁判所の裁定が親

会社の敗訴の場合は、仮払税金 306 百

万円が税金費用として計上されます。

②台湾法人の勝美達電子股份有限公司

が、その IC チップ供給元である O2マ

イクロ社との係争では、平成 17 年 11

月に米国テキサス州連邦地裁の陪審

員による評決は勝美達電子股份有限

公司の故意侵害を認めるというもの

でした。また、平成 18 年 4 月に連邦

地裁より判決と当係争の主体である

IC チップの供給元である MPS 社チッ

プの IC 使用差し止め命令が下されま

した。判決の内容は、損害賠償額 2百

万米ドル、故意侵害につき懲罰倍数 2

倍、弁護士費用上限額 3百万米ドルと

判示されました。勝美達電子股份有限

公司はこの判決を不服として平成 18

年 5 月にワシントン DC の連邦高裁に

控訴しております。また、MPS 社と勝

美達電子股份有限公司の間には「損害

補償契約」があり、O2 マイクロ社と

の係争による損害を MPS 社が補償す

ることになっていることから損害見

積費用は計上しておりません。 

 

７.  偶発債務 

①親会社は、平成 17 年 6 月 29 日に東京

国税局より、平成 14 年 12 月期及び平

成15年12月期の2事業年度について、

香港子会社の SUMIDA ELECTRIC（H.K.）

COMPANY LIMITED はタックスヘイブン

対策税制の適用会社であるという判

断による更正処分の通知を受けまし

た。更正を受けた所得金額は約 18 億

円であり、追徴税額は地方税を含め合

計約 7億円と試算されます。親会社に

は繰越欠損金がありますので、これを

取り崩すことで同年度分の法人税の

納付については発生しない見込みで

あります。親会社は、この更正処分に

は不服であり異議を申し立てるため

に、平成 17 年 8月 29 日に東京国税不

服審判所に対して審査請求をいたし

ました。同所において審判手続きが開

始されております。 

②台湾法人の勝美達電子股份有限公司が

その材料供給元で係争中であった特

許侵害の訴訟に巻き込まれ、米国の裁

判所に提訴され、平成 17 年 11 月に勝

美達電子股份有限公司の特許侵害を

認める陪審評決が出されました。これ

には両社間で損害賠償の上限額を７

百万米ドルにする合意がされていま

す。当社グループでは、この評決に対

し不服申し立てを行っております。最

終的には当社グループの主張を認め

る司法判断がなされると考えており

ます。 
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 （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

  自 平成17年1月1日 

  至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

  自 平成18年1月1日 

  至 平成18年6月30日 

前連結会計年度 

   自 平成17年1月1日 

   至 平成17年12月31日 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

従業員給料手当 1,197,327千円 

試験研究費 573,974千円 

  

従業員給料手当 2,189,975千円

試験研究費 690,450千円

  

従業員給料手当 2,384,421千円

試験研究費 1,248,622千円
 

※２．研究開発費は全て一般管理費の

「試験研究費」として計上しており

ます。 

    研究開発費     573,974千円 

※２．研究開発費は全て一般管理費の

「試験研究費」として計上しており

ます。 

    研究開発費     690,450千円 

※２．研究開発費は全て一般管理費の

「試験研究費」として計上しており

ます。 

    研究開発費  1,248,622千円 

※３.       ───── ※３．寄付金は国内・海外奨学金の給付

等によるものです。 

※３．寄付金はスミダ八幡一郎基金に基

づく奨学金の給付等によるもので

す。 

※４．固定資産売却益は主として海外子

会社における建物及び構築物の売

却によるものです。 

※４．    同   左 ※４．    同   左 

※５．      ───── 

 

※５．持分変動益は持分法適用関連会社

Arima Devices Corp.の第三者割当

増資に伴う出資比率変更によるも

のです。 

※５．      ───── 

 

※６．      ───── ※６．       ───── ※６．投資有価証券売却益は主としてサ

イアバージェス株式の売却によるも

のです。 

※７．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※７．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

※７．固定資産除売却損の内訳は次のと

おりであります。 

建物及び構築物   809千円 

機械装置及び運搬具    2,054     

工具器具及び備品   12,017 

計 14,880千円 

  

機械装置及び運搬具 2,227千円

工具器具及び備品 1,743 

計 3,970千円
 

建物及び構築物 831千円

機械装置及び運搬具 11,070 

工具器具及び備品 22,175 

計 34,076千円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 1月 1日 至 平成 18 年 6月 30 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末株式数(株) 当中間期増加株式数(株) 当中間期減少株式数(株) 当中間連結会計期間末株式数(株) 摘要 

発行済株式数   

普 通 株 式 19,413,611 188,276              － 19,601,887  

合計 19,413,611 188,276              － 19,601,887  

自 己 株 式      

普 通 株 式 26,999 2,851 179 29,671 （注）

合計 26,999 2,851 179 29,671  

（注）1. 普通株式の発行済株式数の増加 188,276 株は新株予約権の行使による増加であります。 

2. 普通株式の自己株式の増加 2,851 株は、単元未満株式の買取請求による増加であり、減少 179 株は、単元未満

株の買増請求による売渡であります。 

２．新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目的 

となる株式の種類 前連結会計年度末
当 中 間 連 結

会計期間増加

当 中 間 連 結

会計期間減少

当 中 間 連 結 

会 計 期 間 末 

当中間連結会

計期間末残高

（千円）

摘要

親会社 平成 15 年新株予約権 普通株式 869,143   － 188,276 680,867   － (注)2

 
円貨建転換社債型 

新株予約権付社債 
普通株式 2,801,120 400,160   － 3,201,280 8,000,000 (注)3

連結子会社 － －   －   －   －   －   －  

合計  普通株式 3,670,263 400,160 188,276 3,882,147   －  

（注）1. 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

2. 新株予約権の当中間連結会計期間減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

3. 円貨建転換社債型新株予約権付社債の概要は以下のとおりであります。 

発行する社債の種類 円貨建転換社債型新株予約権付社債 

発行する社債の数 1,600 個 

発行価額 本社債の額面金額の 100％ (各本社債の額面金額 5,000,000 円) 

発行総額 8,000,000,000 円 

償還方法 満期償還、繰上償還または買入消却 

償還期間 平成 21 年 1月 26 日(満期償還) 

発行の時期 平成 17 年 1月 25 日 

担保の内容 なし 

新株予約権の内容 (1)本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

(ｲ)種類  当社普通株式 

(ﾛ)数    本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代え

て当社の保有する当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る本社債の発

行価額の総額を転換価額で除した数とする。 

 (2)発行する本新株予約権の総数（株式換算） 

1,600 個。なお、株式換算では当中間連結会計期間において転換価格が修正されたため、

400,160 株増加し、当中間連結会計期間末時点で 3,201,280 株となっております。 

 (3)本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

(ｲ) 本新株予約権 1個の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額と

する。 

(ﾛ)「転換価額」は、2,856 円でありましたが、修正条項が適用され現在は 2,499 円であ

ります。 

(ﾊ) 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発

行価額又は処分価額で当社普通株式を発行又は処分する場合には調整される。 

 (4)本新株予約権の行使請求期間 

原則として 2005 年 2 月 1 日から 2009 年 1 月 13 日のジュネーブ市における銀行営業終

了時までとする。 

 (5)代用払込に関する事項 

旧商法第 341 条ノ 3第 1項第 7号及び第 8号により、本新株予約権付社債の所持人が本

新株予約権を行使したときは、当該本新株予約権に係る本社債の全額の償還に代えて当

該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとみなす。
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３．配当に関する事項 
(1) 当中間連結会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項 

 
株式の種類 

配当金の総額 

（千円） 

1 株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年 2月 15 日 

取締役会 
普通株式 484,666 25.00 平成17年12月31日 平成18年2月20日

 

(2)当中間連結会計期間末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 
株式の種類 

配当金の総額

（千円） 
配当の原資

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年 7月 27 日 

取締役会 
普通株式 391,444 利益剰余金 20.00 平成 18 年 6 月 30 日 平成 18 年 8 月 21 日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間連結会計期間 

 自 平成17年1月1日 

 至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

 自 平成18年1月1日 

 至 平成18年6月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年1月1日 

 至 平成17年12月31日 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

(平成17年6月30日現在) 

現金及び預金勘定   9,499,701千円 

預入から3ヶ月を超える定期預金        －      

預金及び現金同等物 9,499,701千円 

※１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

(平成18年6月30日現在)

現金及び預金勘定   7,334,754千円

預入から3ヶ月を超える定期預金  △198,877    

預金及び現金同等物 7,135,877千円

※１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 

(平成17年12月31日現在)

現金及び預金勘定  18,342,370千円

預入から3ヶ月を超える定期預金  △117,533    

預金及び現金同等物 18,224,837千円

※２.    ───── ※２. 株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産及び負

債の主な内訳 

株式の取得により新たにVOGT 

electronic AG及びそのグループ

を連結したことに伴う連結開始時

資産及び負債の主な内訳並びに

VOGT electronic AG株式の取得価

額とVOGT electronic AG取得のた

めの支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

流動資産 10,627,240千円

固定資産 9,262,103    

営業権 1,787,241    

流動負債 △9,811,742  

固定負債 △6,213,140    

少数株主持分 △586,847    

為替換算調整勘定 133,243    

総取得価格 5,198,098千円

総取得価格のうち未払金 △725,557    

総取得価格のうち過年度支払額 △117,577    

現金及び現金同等物 △826,935    

差引：総取得のための支出 3,528,029千円

享益権の取得 △1,750,663    

子会社株式の取得による支出 1,777,366千円
 

※２.    ───── 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

 
前中間連結会計期間(平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 6 月 30 日) 

平成16年連結会計年度末をもって採算の低いマグネティックスの製造部門及び光ピックアップのOEM製品

部門から撤退したことに伴い、当社グループのセグメントはコイル事業のみの単一セグメントとなりました

ので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当中間連結会計期間(平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 6 月 30 日) 

（事業区分の方法の変更） 

従来、事業の種類別セグメント情報については、コイル事業の単一事業であったため、記載を省略してお

りましたが、当連結中間会計期間において VOGT electric AG を買収し、同社及び VOGT グループを連結対象

としたため、コイル単一セグメントであった事業の種類別セグメントを、従来のスミダグループの事業に所

属する区分を「コイルビジネス」、VOGT グループのコンポーネント事業に所属する区分を「VOGT コンポーネ

ント事業」及び VOGT グループの EMS に所属する区分を「VOGT EMS 事業」と事業実態をより適切に反映する

ための事業区分別セグメントに変更いたしました。 
 (単位：千円) 

当中間連結会計期間（平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 6月 30 日）  
コイルビジネス VOGT ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ事業 VOGT EMS 事業 合 計 消去又は全社 連 結 

売 上 高   

(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
19,418,247 9,151,646 1,188,641 29,758,534 － 29,758,534

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
8,128 － － 8,128 △8,128 － 

計 19,426,375 9,151,646 1,188,641 29,766,662 △8,128 29,758,534

営業費用 16,418,629 8,564,495 1,056,148 26,039,272 1,512,380 27,551,652

営業利益（又は営業損失） 3,007,746 587,151 132,493 3,727,390 △1,520,508 2,206,882

（注）1.事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

2.消去又は全社の内訳は以下のとおりです。 

本部経費                 830,058 千円 

本部負担基礎研究開発費   690,450 

相殺消去                 △8,128      

合計              1,512,380 千円 

3.各区分に属する主要な製品 

区分 主な製品等 主要な使用例等 

ＤＣ／ＤＣコンバータ用トランス、スイッチング

電源用トランス、ストロボ用発振トランス、ノイ

ズフィルターコイル、ＤＣ／ＤＣコンバータユニ

ット、パワーインダクタ、ＩＦＴ／ＲＦコイル、

キーレスエントリーアンテナコイル、ＡＤＳＬ用

モデムトランス、データ用ラインフィルター、ア

ンテナコイル、映像用フィルター、信号用インダ

クタ、ＲＦ－ＩＤ、四方弁コイル 

液晶ディスプレー、デジタルカメラ、デジタルビデオ

カメラ、ＨＩＤランプ、電話機、モデム、ドアホン、

ＡＤＳＬ、カーオーディオ、給湯器、ＦＡ機器、プリ

ンター、ノートブック型パソコン、自動車、エアーバ

ッグ回路制御、ＨＤＤ、携帯電話、ＭＰ３、プリンタ

ー、テレビ、セットトップボックス、ハイブリッドＩ

Ｃ、給湯器、アミューズメント機器、デスクトップ型

パソコン、コピー機（トナーセンサー）、オーデオ機

器、ＤＶＤ・ＣＤプレーヤー、アンテナ、トランシー

バー、テレビ、魚群探知機、ポスシステム、ＶＴＲ、

玩具、セキュリティー機器、電子楽器、エアコン 

ＣＣＦＬ駆動用インバータトランス、ＣＣＦＬ駆

動用インバータユニット 

ノートブック型パソコン、デスクトップ型パソコン、

液晶テレビ、ＬＣＤモニター、カーナビゲーション、

デジタルカメラ、アミューズメント 

コイルビジネス 

ＡＢＳコイル、インジェクションコイル、アンテ

ナコイル、センサーコイル、ノイズフィルター 

アンチロックブレーキシステム（ＡＢＳ）、スマート

エントリーシステム、ＥＰＳトルク角センサー、ガソ

リン直噴エンジンインジェクタ、ガラスアンテナ用ノ

イズフィルター、サスペンション、イモビライザーシ

ステム、タイヤ空気圧監視システム、電波時計 

VOGT ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ事業 

アンテナコイル、センサーコイル・モジュール、

イグニッションコイル・モジュール、ノイズフィ

ルター、ｘＤＳＬスプリッターモジュール、ＤＣ

／ＤＣコンバータ用トランス 

イモビライザー、キーレスエントリー、キセノンライ

ト、ＨＩＤランプ、タイヤ空気圧監視システム、ｘＤ

ＳＬスプリッター、通信機器、産業・医療機器、娯楽

機器、照明器具 

VOGT EMS事業 
パワーステアリング用制御ユニット、ＧＰＳアン

テナ、盗難防止用制御ユニット、ディーゼルエン

ジン用制御ユニット、パワーサプライ 

パワーステアリング、ＧＰＳ、盗難防止装置、ディー

ゼルエンジン 
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なお、前中間連結会計期間のセグメント情報を当中間連結会計期間において採用した事業区分の方法によ

り区分すると次のとおりになります。 
(単位：千円) 

前中間連結会計期間（平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 6月 30 日）  
コイルビジネス VOGT ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ事業 VOGT EMS 事業 合 計 消去又は全社 連 結 

売 上 高   
(1) 外 部 顧 客 に 

対 す る 売 上 高 
19,124,191 － － 19,124,191 － 19,124,191

(2) ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 19,124,191 － － 19,124,191 － 19,124,191

営業費用 16,396,125 － － 16,396,125 1,316,094 17,712,219

営業利益（又は営業損失） 2,728,066 － － 2,728,066 △1,316,094 1,411,972

 

前連結会計年度 (平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 12 月 31 日) 

平成16年連結会計年度末をもって採算の低いマグネティックスの製造部門及び光ピックアップのOEM製品

部門から撤退したことに伴い、当社グループのセグメントはコイル事業のみの単一セグメントとなりました

ので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
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２．所在地別セグメント情報 
  最近 2 中間連結会計期間及び前連結会計年度の事業の所在地別セグメント情報は次のとおりであります。 
 

前中間連結会計期間(平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 6 月 30 日) 
（単位：千円） 

前中間連結会計期間（平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日） 

 
日本 香港・中国 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･

ﾏﾚｰｼｱ 
台湾 北米 その他 合計 消去又は全社 連結 

売上高          

(1)外部顧客に対す 

る売上高 
4,613,168 6,495,645 1,412,719 4,422,694 1,253,223 926,742 19,124,191 － 19,124,191

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
1,466,517 6,053,480 623 73,363 656,428 101,922 8,352,333 △8,352,333 －

計 6,079,685 12,549,125 1,413,342 4,496,057 1,909,651 1,028,664 27,476,524 △8,352,333 19,124,191

営業費用 6,318,918 10,904,283 1,412,228 4,446,189 1,910,946 1,044,986 26,037,550 △8,325,331 17,712,219

営業利益（又は営業損失） △239,233 1,644,842 1,114 49,868 △1,295 △16,322 1,438,974 △27,002 1,411,972

 
当中間連結会計期間(平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 6 月 30 日) 

従来、所在地別セグメント情報において欧州は「その他」に分類し、個別の記載を省略しておりましたが、

当中間連結会計期間において VOGT electric AG を買収し、同社及び同社グループを連結対象としたことに伴

い、「欧州」の売上高が増加したため個別に記載することとし、また「その他」に分類しておりました「韓

国」については「台湾」と合わせて「台湾・韓国」とし、所在地の実態をより適切に反映する所在地別セグ

メント情報に変更いたしました 
（単位：千円） 

当中間連結会計期間（平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日） 

 
日本 香港・中国 台湾・韓国 アセアン 北米 欧州 合計 消去又は全社 連結 

売上高         

(1)外部顧客に対す 

る売上高 
4,641,967 7,304,314 3,684,508 1,379,510 2,729,832 10,018,403 29,758,534 － 29,758,534

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
577,464 6,457,353 136,616 392 692,638 394,770 8,259,233 △8,259,233 －

計 5,219,431 13,761,667 3,821,124 1,379,902 3,422,470 10,413,173 38,017,767 △8,259,233 29,758,534

営業費用 5,146,095 10,929,459 3,579,945 1,362,973 3,635,887 9,631,157 34,285,516 △6,733,864 27,551,652

営業利益（又は営業損失） 73,336 2,832,208 241,179 16,929 △213,417 782,016 3,732,251 △1,525,369 2,206,882

(注)1.消去又は全社の内訳は以下のとおりです。 

本部経費           830,058 千円 

本部負担基礎研究開発費    690,450 

相殺消去                △8,254,372      

合計                    △6,733,864 千円 
2. 前中間連結会計期間及び前連結会計年度のその地域に属していた「欧州」、「韓国」は、当中間連結会計期間より「欧州」

を独立表示し、「韓国」を台湾に含め「台湾・韓国」として表示しております。 
3. 前中間連結会計期間及び前連結会計年度の「日本」及び「香港・中国」に計上されていた本部経費を当中間連結会計期

間より「消去又は全社」に含めて表示しております。 
 

なお、前中間連結会計期間の所在地別セグメント情報を当中間連結会計期間において採用した所在地別セ

グメント情報の方法により区分すると次のとおりになります。 

前中間連結会計期間（平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日） 

 
日本 香港・中国 台湾・韓国 アセアン 北米 欧州 合計 消去又は全社 連結 

売上高         

(1)外部顧客に対す 

る売上高 
4,613,168 6,495,646 4,422,693 1,412,720 1,253,223 926,741 19,124,191 － 19,124,191

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
564,513 6,063,337 73,363 626 656,428 4,707 7,362,974 △7,362,974 －

計 5,177,681 12,558,983 4,496,056 1,413,346 1,909,651 931,448 26,487,165 △7,362,974 19,124,191

営業費用 5,100,291 10,098,567 4,334,976 1,365,624 1,910,945 967,968 23,778,371 △6,066,152 17,712,219

営業利益（又は営業損失） 77,390 2,460,416 161,080 47,722 △1,294 △36,520 2,708,794 △1,296,822 1,411,972
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前連結会計年度 (平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 12 月 31 日) 
（単位：千円） 

 前連結会計年度（平成 17 年 1月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日） 

 
日本 香港・中国 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ･

ﾏﾚｰｼｱ 
台湾 北米 その他 合計 消去又は全社 連結 

Ⅰ 売上高    

(1)外部顧客に対す 

る売上高 
9,148,465 14,408,692 3,015,509 8,615,852 2,618,640 1,858,556 39,665,714 － 39,665,714

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部 

売上高又は振替高 
3,286,444 11,825,827 822 307,359 1,320,011 101,832 16,842,295 △16,842,295 －

計 12,434,909 26,234,519 3,016,331 8,923,211 3,938,651 1,960,388 56,508,009 △16,842,295 39,665,714

営業費用 11,847,421 23,853,146 3,011,281 8,581,655 4,057,315 1,982,911 53,333,729 △16,850,980 36,482,749

営業利益（又は営業損失） 587,488 2,381,373 5,050 341,556 △118,664 △22,523 3,174,280 8,685 3,182,965

Ⅱ 資産 27,866,567 19,656,025 953,252 3,347,930 2,207,453 8,537,224 62,568,451 △10,867,270 51,701,181

（注）1. 地域は地理的近接度により区分しております 
2. 上記区分のうち、北米に属する地域の内訳は米国及びメキシコであります。 
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３．海外売上高 
  最近 2中間連結会計期間及び前連結会計年度の海外売上高は次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 前中間連結会計期間（平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 6月 30 日） 

 香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州 計 

海外売上高（千円） 3,356,055 1,412,719 4,655,245 1,253,223 3,833,781 14,511,023

連結売上高（千円）   19,124,191

連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
17.6 7.4 24.3 6.6 20.0 75.9

 

(単位：千円) 

 当中間連結会計期間（平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 6月 30 日） 

 香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州 計 

海外売上高（千円） 4,546,357 1,379,509 2,931,503 2,729,832 13,529,366 25,116,567

連結売上高（千円）   29,758,534

連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
15.3 4.6 9.8 9.2 45.5 84.4

 

(単位：千円) 

 前連結会計年度（平成 17 年 1月 1日～平成 17 年 12 月 31 日） 

 香港・中国 アセアン 台湾・韓国 北米 欧州 計 

海外売上高（千円） 7,795,636 3,015,508 9,082,476 2,618,640 8,004,989 30,517,249

連結売上高（千円）   39,665,714

連結売上高に占める海

外売上高の割合（％） 
19.6 7.6 22.9 6.6 20.2 76.9

（注）1.地域は地理的近接度により区分しております。 

   2.各区分に属する地域の主な内訳は次の通りであります。 

（1）アセアン － シンガポール、マレーシア、インドネシア、タイ 

（2）北  米 － 米国、メキシコ 

（3）欧  州 － イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、スウェーデン、オーストリア、ウクライ

ナ、ルーマニア、スロベニア 

   3.海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国、又は地域における売上高であります。 
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（リース取引） 
前中間連結会計期間 

 自 平成17年1月1日 

至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

 自 平成18年1月1日 

至 平成18年6月30日 

前連結会計年度 

 自 平成17年1月1日 

至 平成17年12月31日 

１．資産計上処理されているリース物件

以外のリース契約でリース物件の所

有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．資産計上処理されているリース物件

以外のリース契約でリース物件の所

有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．資産計上処理されているリース物件

以外のリース契約でリース物件の所有

権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

 取得価額

相当額 

減価償却累 

計額相当額 

中間期末 

残高相当額 

 千円 千円 千円 

機械装置 

及び運搬具 
301,548 221,730 79,818 

工具器具 

及び備品 63,070 41,503 21,567 

合計 364,618 263,233 101,385 
 

 

 取得価額

相当額 

減価償却累

計額相当額

中間期末

残高相当額

 千円 千円 千円

工具器具

及び備品
46,926 21,784 25,142

 

 

 取得価額

相当額 

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額 

 千円 千円 千円

工具器具 

及び備品 
43,584 25,179 18,405

 

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 72,701千円 

１年超 28,684 

合計 101,385千円 

  

 

１年内 10,204千円 

１年超 14,938 

合計 25,142千円 

  

 

１年内 7,125千円 

１年超 11,280 

合計 18,405千円 

  

③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 ③支払リース料及び減価償却費相当額 

 

支払リース料   58,632千円 

減価償却費相当額   58,632千円 

  

 

支払リース料 4,564千円

減価償却費相当額 4,564千円

  

 

支払リース料   7,152千円

減価償却費相当額   7,152千円

  

④取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額の算定方法 

④取得価額相当額及び未経過リース料

中間期末残高相当額の算定方法 

④取得価額相当額及び未経過リース料

期末残高相当額の算定方法 

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同   左 有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

⑤減価償却費相当額の算定方法 ⑤減価償却費相当額の算定方法 ⑤減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同   左 同   左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 

１年内 38,792千円 

１年超 39,728 

合計 78,520千円 

  

 

１年内 97,547千円

１年超 282,970 

合計 380,517千円

  

 

１年内 35,723千円

１年超 36,113 

合計 71,836千円

  

 



  - 34 -

（有価証券） 

前中間連結会計期間末（平成 17 年 6月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：千円） 

種         類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1)株  式 1,209,712 1,474,217 264,505 

(2)その他 190,729 315,848 125,119 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小計 1,400,441 1,790,065 389,624 

(1)株  式 11,223 9,200 △2,023 

(2)その他 － － － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小計 11,223 9,200 △2,023 

合 計 1,411,664 1,799,265 387,601 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容   

該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間末(平成 18 年 6月 30 日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：千円） 

種         類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額 

(1)株  式 159,465 206,168 46,703 

(2)その他 1,844 3,315 1,471 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小計 161,309 209,483 48,174 

(1)株 式 2,829 1,976 △853 

(2)その他 － － － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小計 2,829 1,976 △853 

合 計 164,138 211,459 47,321 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容  
(単位：千円) 

種         類 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券 

非上場株式 

 

90,000 

 

前連結会計年度末(平成 17 年 12 月 31 日現在) 

１.その他有価証券で時価のあるもの                                              (単位：千円) 

種         類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

(1)株 式 44,742 117,538 72,796 

(2)その他 1,844 3,436 1,592 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 
小計 46,586 120,974 74,388 

(1)株 式 3,090 2,821 △269 

(2)その他 － － － 
連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 
小計 3,090 2,821 △269 

合 計 49,676 123,795 74,119 

 

２.時価評価されていない主な有価証券の内容         

該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引） 

１．取引の状況に関する事項 

前中間連結会計期間(自 平成 17 年 1月 1日 至 平成 17 年 6月 30 日) 

(1)取引の内容及び利用目的等 

当社グループはグループ間取引における為替相場の変動リスクを軽減するため、為替予約を行っ

ております。 

また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  為替予約 

（ヘッジ対象）  外貨建予定取引 

②ヘッジ方針 

当社グループはグループ間取引における為替相場の変動リスクを軽減するため、為替予約を

行っております。 

為替予約は、主にグループ取引における為替変動リスクをヘッジする目的で実施されており、

取引額は現有する外貨建取引予定額の範囲に限定しております。 

③ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による為替予約と予定取引の時価変

動を比較することにより、有効性の評価をしております。 

(2)取引に対する取組方針 

グループ間の外貨建取引上発生している為替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うため

に、デリバティブ取引を導入しており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。 

(3)取引に係わるリスクの内容 

通貨関連における為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しております。信用リスク

を極力回避するため、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。また、当社グループの

デリバティブ取引はヘッジ目的で行っており、為替予約取引の評価損益はヘッジ対象の外貨建取引

の損益と相殺消去されます。 

(4)取引に係わるリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引はコーポレートレベルで一元管理されリスク管理の運営を行

っております。 

 

当中間連結会計期間(自 平成 18 年 1月 1日 至 平成 18 年 6月 30 日) 

 (1)取引の内容 

デリバティブ取引は、通貨関連では為替予約を、商品関連では商品先物取引を行っておりま

す。 

 (2)取引に対する取組方針 

グループ間の外貨建取引上発生している為替リスク及び原材料取引上発生している商品市場

リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うことを目的としてデリバティブ取引を導入して

おり、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。 

(3)取引の利用目的 

デリバティブ取引は、通貨関連では当社グループはグループ間取引における為替相場の変動

リスクを軽減するため為替予約を、商品関連では原材料価格の変動リスクを軽減するために商

品先物取引を行っております。 

なお、デリバティブ取引を利用しておこなう為替予約につきましてはヘッジ会計を行ってお

ります。 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  為替予約 

（ヘッジ対象）  外貨建予定取引 

②ヘッジ方針 

当社グループはグループ間取引における為替相場の変動リスクを軽減するに為替予約

を行っております。 

為替予約は、主にグループ取引における為替変動リスクをヘッジする目的で実施されて

おり、取引額は現有する外貨建取引予定額の範囲に限定しております。 

③ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による為替予約と予定取引の時

価変動を比較することにより、有効性の評価をしております。 
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(4)取引に係わるリスクの内容 

通貨関連における為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しております。信用リ

スクを極力回避するため、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。また、当社グ

ループのデリバティブ取引はヘッジ目的で行っており、為替予約取引の評価損益はヘッジ対象

の外貨建取引の損益と相殺消去されます。 

商品先物取引は海外の商品市況、為替、景気動向及び気象状況等の影響によるリスクを有し

ております。商品先物取引は信用評価機関等の評価を基準として取引先を厳選することにより、

相手先の契約不履行によるリスク（信用リスク）の軽減を図っております。 

(5)取引に係わるリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引はコーポレートレベルで一元管理されリスク管理の運営を

行っております。 

 

前連結会計年度(自 平成 17 年 1 月 1日 至 平成 17 年 12 月 31 日) 

(1)取引の内容及び利用目的等 

当社グループはグループ間取引における為替相場の変動リスクを軽減するため、為替予約を行っ

ております。 

また、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）  為替予約 

（ヘッジ対象）  外貨建予定取引 

②ヘッジ方針 

当社グループはグループ間取引における為替相場の変動リスクを軽減するため、為替予約を

行っております。 

為替予約は、主にグループ取引における為替変動リスクをヘッジする目的で実施されており、

取引額は現有する外貨建取引予定額の範囲に限定しております。 

③ヘッジの有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、米貨建による為替予約と予定取引の時価変

動を比較することにより、有効性の評価をしております。 

(2)取引に対する取組方針 

グループ間の外貨建取引上発生している為替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うため

に、デリバティブ取引を導入しており、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であり

ます。 

(3)取引に係わるリスクの内容 

通貨関連における為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有しております。信用リスク

を極力回避するため、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。また、当社グループの

デリバティブ取引はヘッジ目的で行っており、為替予約取引の評価損益はヘッジ対象の外貨建取引

の損益と相殺消去されます。 

(4)取引に係わるリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引はコーポレートレベルで一元管理されリスク管理の運営を行

っております。 

 

２．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 

前中間連結会計期間末(平成 17 年 6月 30 日現在) 

該当事項はありません。 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

当中間連結会計期間末（平成 18 年 6月 30 日現在） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

銅 先物予約 55,883 79,703 23,819 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

前連結会計年度末（平成 17 年 12 月 31 日現在） 

該当事項はありません。 

(注)ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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（ストック・オプション等） 
当中間連結会計期間（自平成 18 年 1月 1日 至平成 18 年 6 月 30 日） 

1.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

会社名 スミダコーポレーション株式会社 

ストック・オプション 平成 15 年新株予約権 

決議年月日（定時株主総会） 平成 15 年 3月 22 日 

付与対象者の区分及び数 取締役  9 名 

執行役  3 名 

使用人 395 名 

株式の種類及び付与数 (注 1) 普通株式 1,400,000 株 

付与日(代表執行役決定書) 平成 15 年 5月 30 日 

権利確定条件 1. 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社ま

たは当社連結子会社の取締役、執行役又は従業員であることを

要する。但し、任期満了による退任、定年退職の場合にはこの

限りではない。 

2. 新株予約権者が死亡した場合は、権利行使期間中の死亡に限り、

相続人は新株予約権付与契約書に定めるところにより権利行使

することができる。 

3. その他の条件は、代表執行役が決定する。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成 15 年 6月 10 日から平成 20 年 3月 31 日までの間 

権利行使価格（注 2） 2,030 円 
(注)1.株式数に換算して記載しております。なお、付与日後平成 16 年 8 月 20 日及び平成 17 年 2 月 21 日実施の株

式分割（それぞれ普通株式 1株につき 1:1.1 に分割）を実施しております。 

2.付与日における権利行使価格であります。権利行使価格は平成 16 年 8 月 20 日の株式分割（普通株式 1 株に

つき 1:1.1 に分割）実施に伴い 1,846 円に変更されております。その後、平成 17 年 2月 21 日の株式分割（普

通株式 1株につき 1:1.1 に分割）実施に伴い 1,679 円に変更されております。 

 

（2）ストック・オプションの数 

会社名 スミダコーポレーション株式会社 

ストック・オプション 平成 15 年新株予約権 

付与日(代表執行役決定書) 平成 15 年 5月 30 日 

権利確定前  

  前連結会計年度末残   － 

  付与   － 

  分割による増加   － 

  失効   － 

  権利確定   － 

  当中間連結会計期間末残   － 

権利確定後  

  前連結会計年度末残 869,143 株 

  付与   － 

  分割による増加   － 

  失効   － 

  権利確定 188,276 株 

  当中間連結会計期間末残 680,867 株 

 

（3）単価情報  

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 1月 1日 至 平成 18 年 6月 30 日） 

権利行使価格 1,679 円 

権利行使時の平均株価 2,565 円 

公正な評価単価（付与日）   － 

 

2.中間連結財務諸表への影響額 

  該当事項はありません。 
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（1 株当たり情報） 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成17年1月1日 

 至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

 自 平成18年1月1日 

  至 平成18年6月30日  

前連結会計年度 

  自 平成17年1月1日 

    至 平成17年12月31日 

１株当たり純資産額 1,160円90銭 1,322円77銭 1,285円44銭 

１株当たり中間(当期)純利益 36円04銭 67円37銭 126円54銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 31円48銭 57円10銭 109円91銭 

 なお、親会社は平成16年8月
20日付及び平成17年2月21日付
でそれぞれ普通株式1株につき
1.1株に株式分割をおこなって
おります。当該株式分割が前中
間連結会計期間期首に行われ
たと仮定した場合の1株当たり
情報は、次のとおりでありま
す。 

前中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 

1,078 円 54 銭 
 

1 株当たり中間純利益 

59 円 09 銭 
 

潜在株式調整後 

1 株当たり中間純利益 

56 円 98 銭 

１株当たり純資産額

1,068 円 79 銭
 

1 株当たり当期純利益

94 円 77 銭
 

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

91 円 97 銭
 

「1株当たり当期純利益に関
する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第4号）が
平成18年1月31日付で改正され
たことに伴い、当中間連結会計
期間から同適用指針を適用し
ております。なお、当変更に伴
う影響はありません。 

 

親会社は平成17年2月21日付
で株式1株につき1.1株の株式
分割をおこなっております。当
該株式分割が前期首に行われ
たと仮定した場合の前連結会
計年度における1株当たり情報
については、以下のとおりとな
ります。 

1株当たり純資産額 1,068円79銭

1株当たり当期純利益 94円77銭

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
91円97銭

 

（注）1. 1 株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

自 平成17年1月1日 

至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年1月1日 

至 平成18年6月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年1月1日 

至 平成17年12月31日 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益(千円) 692,416 1,312,958 2,435,025 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － －   

普通株式に係る中間（当期）純利益(千円) 692,416 1,312,958 2,435,025 

普通株式期中平均株式数（株） 19,214,652 19,488,516 19,243,774 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益調整額(千円) － － － 

普通株式増加数（株） 2,781,488 3,504,992 2,910,263 

（うち新株引受権及び新株予約権） (351,787) (303,712) (293,326) 

（うち転換社債型新株予約権付社債） (2,429,701) (3,201,280)      (2,616,937) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
－ － － 

2. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間連結会計期間 

自 平成17年1月1日 

  至 平成17年6月30日 

当中間連結会計期間 

 自 平成18年1月1日 

至 平成18年6月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年1月1日 

  至 平成17年12月31日 

純資産の部の合計額（千円） － 26,562,840 － 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）  － － － 

（うち新株予約権） － － － 

（うち少数株主持分） － 673,327 － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額（千円） － 25,889,513 － 

中間期末（期末）の普通株式の発行済株式数（株）  － 19,601,887 － 

中間期末（期末）の普通株式の自己株式数(株)  － 29,671 － 

1株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（株）  － 19,572,216 － 
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(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 （自 平成 17 年 1 月 1日 至 平成 17 年 6 月 30 日） 

 

 親会社は、平成17年6月30日の代表執行役決定により、スイスに本社を置き世界各国で活躍しているSaia- 

Burgess Electronics Holding AG 社の買収を決定し、平成 17 年 8 月 8 日より同社株式の公開買付を開始い

たしました。 

１ 公開買付の目的 

両社が友好的なパートナー関係を構築することにより、当社グループの基盤が比較的弱い欧州市場

への本格的な進出と、将来の核となるオートモーティブ事業部門を伸ばすことができ、また

Saia-Burgess Electronics Holding AG 社の優れた製品を当社が強い基盤を持つアジア市場で拡大さ

せることにより両社にとって大きなシナジーを生み出すため。 

２ 対象となる会社の概要 

(1) 商号 

Saia-Burgess Electronics Holding AG 

(2) 主な事業 

電子部品製造販売事業 

(3) 本店所在地 

スイス ムルテン(Murten) 

(4) 資本金 

30,673 千スイスフラン(平成 16 年 12 月末日現在) 

(5) 発行済株式総数 

613,450 株 

(6) 規模 

  平成 16 年 12 月期の連結業績 

                  (千スイスフラン) 

      売上高                   568,350 

      当期純利益                26,346 

      純資産額         182,036 

      総資産額                 444,378 

３ 公開買付予定期間 

平成 17 年 8月 8日から平成 17 年 9月 2日 

４ 公開買付価格 

1 株につき 950 スイスフラン 

５ 買付予定株式数  

328,907 株 

６  支払資金の調達方法 

借入金、発行済社債及び自己資金  

 

当中間連結会計期間 （自 平成 18 年 1 月 1日 至 平成 18 年 6 月 30 日） 

 

〔Panta GmbH 社買収〕 

親会社はドイツの Panta GmbH 社(以下「Panta 社」株式を取得することで同社株主と合意し、平成 18 年７

月 11 日に株式売買契約を締結いたしました。 

１．買収の概要 

親会社は在ドイツ子会社の Sumida Holding Germany GmbH を通じて、Panta 社の発行済株式の 61％を

5,490 千ユーロ（約 796 百万円）で取得することで合意いたしました。株式の取得日は 2006 年 8 月 31

日を予定しております。なお、Panta 社の代表者や社名に変更はありません。 

２．買収の目的 

Panta 社はドイツに事業基盤を持ち自動車用・産業用のフラット・ケーブルの製造・販売を行ってお

ります。同社は 1993 年の設立以来、ドイツの自動車 Tier１メーカーや計測器メーカー、電子部品メー

カーを主要顧客とし、2005 年には売上 8,597 千ユーロ、（約 1,247 百万円：前年比 13％増）、EBITDA1,335

千ユーロ（約 194 百万円：前年比 15.5％増）と堅実に業績を上げています。 

親会社は 2001 年に Panta 社と米国市場向けにフラット・ケーブルの製造・販売を行うために合弁会

社を設立（当社は米国子会社が出資）いたしましたが、米国市場が当初の期待ほどの成長を見せなかっ

たために、2003 年 12 月に当該合弁を解消いたしました。しかし、その間も EU での Panta 社の売上げは

順調であり、当社グループに入ることにより今後アジアでの販売増が見込めること、また米国市場も立

ち上がってきたことから今回の買収を決定いたしました。 

親会社は本年 2 月に、車載向け電子部品に強みを持つドイツの VOGT electronic AG 社（フランクフ
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ルト、ミュンヘン上場）を子会社化いたしました。2004 年 12 月に買収した STELCO 社と併せ、今回 Panta

社を買収することにより、当社グループはオートモーティブビジネスにおける製品ラインナップを拡充

すると同時に、ドイツの自動車 Tier1 メーカーをはじめとする顧客基盤をさらに強化することができま

す。 

３．株式持分比率 

持分比率 61% 

４．支払資金の調達方法 

   自己資金及び借入金 

５．Panta 社の概要 

① 会社名 Panta GmbH 

② 事業内容 フラット･ケーブルの製造・販売 

③ 設立年 1993 年 

④ 本社住所 Radeberg, Germany （ドレスデン市近郊） 

⑤ 従業員数 60 名 

⑥ 代表者 Gerhard-Dietmar Zeibig （CEO） 

⑦ 株主資本 624,437 ユーロ （約 87 百万円）（2005 年 12 月末現在） 

⑧ 業績推移 

（単位：千ユーロ） 

 2003 年 12 月期 2004 年 12 月期 2005 年 12 月期 

売 上 高 5,836 7,585 8,597 

経 常 利 益 26 83 446 

６．当社業績に与える影響 

本買収により、Panta 社は Sumida Holding Germany GmbH の子会社となり、2006 年 9 月１日より、親

会社の連結決算対象といたしますが、2006 年 12 月期連結決算に与える影響は軽微と考えられます。 

 

〔シンテックス社との合弁会社設立〕 

親会社は、株式会社シンテックス（以下「シンテックス社」、本社：東京都大田区）と LCD モジュールの製

造・販売を目的とする合弁会社を香港に設立いたしました。 

１．設立の目的 

シンテックス社は LCD（液晶ディスプレー）モジュール分野において精密加工技術を中心とした優れ

た開発・製造技術力を持ち、優良顧客と友好な関係を築いております。親会社は過去 20 年間中国で電

子部品の生産を行っており、電子部品の量産化のノウハウを蓄積してまいりました。 

LCD モジュール市場は過去数年において年率数十％の成長を遂げており、今後も更なる成長が見込ま

れます。シンテックス社の持つ精密加工技術と当社の中国での生産マネジメント経験を組み合わせるこ

とにより、携帯電話、ゲーム機器、カーナビゲーションシステムなど向け中小型 LCD モジュールの組立・

製造分野でコスト競争力のある事業モデルの構築が可能であると判断し、合弁会社を設立いたしました。 

２．合弁会社の概要 

（１）会社概要 

① 会 社 名 SUMIDA SHINTEX COMPANY LIMITED （中国語表記：勝美達信特有限公司） 

② 事 業 内 容 LCD 関連モジュールの受託生産・販売 

③ 設立年月日 2006 年 7 月 5日 

④ 本 社 住 所 14/F., Eastern Centre, 1065 King's Road, Quarry Bay, Hong Kong  

⑤ 代 表 者 趙 家驤 （当社代表執行役ｸﾞﾙｰﾌﾟﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ） 

 （役員構成はスミダグループから３名、シンテックス社から２名） 

⑥ 資  本 1,000 万 HK ドル 

⑦ 出 資 比 率 スミダグループ ： 60％ 

シンテックス社 ： 40％ 

(当社は、100％子会社でコイル事業を統括する中間持株会社の SEC 株式

会社を通じて出資いたします) 

（２）事業計画 

    ①生産予定地       中国広東省広州市 

    ②生産開始予定     2006 年 11 月 

    ③業績見込み 

                                   （単位：百万円） 

 2007 年 12 月期 2008 年 12 月期 2009 年 12 月期 

売 上 高 483 536 616 

E B I T D A 157 164 171 

当 期 利 益  62 73 75 
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＊EBITDA ： 税引前利益＋減価償却費＋営業権償却＋支払利息－受取利息 

 

 

 

 

３．シンテックス社の概要 

① 会 社 名 株式会社 シンテックス 

② 事業内容 LCD 検査装置の製造・販売、LCD 関連モジュールの受託生産 

③ 設 立 年 200１年 4月 

④ 本社住所 東京都大田区 

⑤ 代 表 者 押 真司 

⑥ 従業員数 約 50 名 

４．当社業績に与える影響 

SUMIDA SHINTEX COMPANY LIMITED は SEC 株式会社の子会社であり連結決算対象となりますが、2006

年 12 月期の連結決算に与える影響は軽微と考えられます。 

  

前連結会計年度 (自 平成 17 年 1月 1日 至 平成 17 年 12 月 31 日) 

 

〔VOGT 社に対する公開買付〕 

親会社は、平成 17 年 11 月 28 日の代表執行役 CEO の決定により、ドイツの VOGT electronic AG 社(以

下「VOGT 社」)株式を、当社の在ドイツの子会社 Sumida Holding Germany GmbH を通じて、公開買付に

より取得することを決定し、平成17年 12月 22日からVOGT社株式の公開買付を実施してまいりました。

その結果につきまして下記のとおりとなりました。 

① 公開買付けの目的 

VOGT 社はオートモーティブ向けを中心とした電気・電子部品の開発・製造・販売を行っており

ます。VOGT 社との経営統合により当社はオートモーティブビジネスにおける大きな成長の基盤を

得ることができます。また、親会社はアジアに開発・製造・販売の強い基盤を持っており、一方、

VOGT 社は欧州に強い基盤を持っております。そのため特に販売・製造においては地域補完関係に

あります。更に、双方の持つ技術を活用することによりオートモーティブビジネスをはじめとす

る各事業分野で技術開発力の強化が見込めます。そのため両社が経営を統合し一体的な事業運営

を行うことで相乗効果が期待できると判断致しました。 

② 対象となる会社の概要 

（1）商号 ：VOGT electronic AG 

（2）主な事業内容 ：電子部品の開発・製造および販売 

（3）設立年 ：1934 年 

（4）本店所在地 ：Erlau Passau,Germany 

（5）代表者 ：Dr. Jürgen Sturhahn、CEO 

（6）上場取引所 ：フランクフルト、ミュンヘン証券取引所等 

（7）発行済株式数 ：2,600,000 株  

（うち普通株式  1,340,000 株） 

（うち優先株式  1,260,000 株） 

＊ 現時点では優先株式も議決権を有します 

（8）当社との関係 ：資本関係、人的関係、取引関係はありません 

（9）連結従業員数 ：2,860 人 （2005 年 9月末現在） 

（10）過去の業績推移  

                                 （単位：百万ユーロ）       

 2003 年 9 月期 2004 年 9 月期 2005 年 9 月期 2006 年 9 月期 10-12 月

売 上 高  534.7 306.1  192.3  44.7 

E B I T D A   35.8  28.5    6.2   4.9 

当期利益 △15.5 △9.9 △14.6   1.9 

総 資 産  294.1 163.3  110.8   － 

純 資 産   30.0  19.5    5.4   － 

③ 公開買付期間 

（１）初回公開買付期間 

   平成 17 年 12 月 22 日から平成 18 年 1 月 19 日 

（２）追加公開買付期間 

   平成 18 年 1 月 25 日から平成 18 年 2 月 8 日 

④ 買付価格（1株当たり） 
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（１）普通株式 ： 10 ユーロ  

（２）優先株式 ：  7 ユーロ  

⑤ 支払資金の調達方法 

   借入金、円貨建転換社債型新株予約権付社債及び自己資金 

 

⑥ 公開買付の結果 

応募株式数 

普 通 株 式 1,229,524 株 （発行済普通株式の 91.8％） 

優 先 株 式 516,918 株 （発行済優先株式の 41.0％） 

合 計 1,746,442 株 （発行済株式総数の 67.2％） 

 

 


